
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2010.10.15 

土木学会 

 

主催 土木学会計画学研究委員会 

 土木学会計画学研究委員会自転車空間研究小委員会 

 徳島大学中速グリーンモード研究会 

後援  国土交通省国土技術政策総合研究所 

プログラム 

 

自転車等の中速グリーンモードに配慮した道路空間構成 

  13:05-14:25 

１）持続的で体系的な自転車政策の制度設計にむけて 

    東京工業大学  屋井鉄雄 

２）海外における自転車政策の進展と我が国における空間整備の可能性 

    大阪市立大学  吉田長裕 

３）我が国における自転車空間への利用者意識と整備戦略    

    茨城大学    金 利昭 

４）自転車空間における情報提示技術とその効果        

    徳島大学    山中英生 

 

中速グリーンモードとしての自転車のための空間整備、計画事例  

14:40-16:00 

１）尼崎市 自転車レーン整備とその効果 

  兵庫県県土整備部土木局道路保全課 鎗水正和   

２）金沢市 東金沢停車場線 自転車レーンによる安全施策効果 

  地球の友・金沢 三国成子   

３）静岡市 静岡市自転車道ネットワーク整備計画について 

  静岡市建設局道路部道路保全課 鈴木亘   

４）福山市 自転車利用促進を目標とした自転車走行空間整備計画 

  国土交通省福山国道事務所調査設計第二課 荒木勲 

 

16:10-17:30 パネルディスカッション  

 自転車から中速グリーンモードへ  

  進行   茨城大学  金 利昭   

  パネラー    横浜国立大 岡村敏之  

     筑波大学 谷口綾子 

    岩手県立大学 元田良孝  

    徳島大学 山中英生 

            公開フォーラム 
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中速グリーンモード
自転車の空間整備

土木学会土木計画学ワンディセミナー

公開フォーラム 2010.10.15

主催 土木学会計画学研究委員会

自転車空間研究小委員会

徳島大学中速グリーンモード研究会

後援 国土交通省国土技術政策総合研究所
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自転車等の中速グリーンモードに配慮した
道路空間構成技術に関する研究

代表者：徳島大学大学院教授 山中英生
●自転車等の中速グリーンモードの
日本の特徴

・世界的に高い利用率（トリップシェア）先進国の
中でシェアを失わなかった国の一つ

・短いトリップ長、遅い速度
→ 中速性の不足
利用（高齢・女性）、走行空間（自歩道）

・高い事故率
→ 安心だが安全でない乗り物

高齢者・高校生

●研究目的
自転車を＜中速の交通モード＞として見直し、
道路政策・道路構造基準等の空間システムの指
針にむけて実用的知見を整理する。
→日本版 自転車道デザインマニュアルへ
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中速グリーンモード
研究会

（徳島大学）

政策分析ＷＧ
屋井（東工大）吉田（大阪市大）

中速グリーンモード利用を
支える道路政策

①海外都市の政策・道路環境
分析
20年度 コペンハーゲン
21年度 米国，韓国現地調査
22年度 比較分析 法制度，財

源，国自治体の役割構成
③我が国の都市における中速
グリーンモードが果たすべき役
割と道路政策指針
21年度 試案作成
22年度 指針作成

評価分析ＷＧ
金（茨城大）

中速グリーンモード対応
の道路空間構成

①混在環境の評価 サイクルレ
ビューシステムの開発

②交通共存性分析

21年度 共存性意識調査

22年度 共存性分析

③中速グリーンモードを支える
道路空間構成指針

21年度 指針案作成

22年度 自転車空間指針

情報伝達ＷＧ
山中（徳島大）

中速グリーンモードへの情
報伝達技術

①海外・日本での工種・調査分
析事例分析

④中速グリーンモードの情報伝
達技術の分析

マークサイズ，シケイン形状、
連続型路面マーク
②我が国の中速グリーンモード
の交通特性と影響
電動アシスト自転車の特性分析
ベロタクシー特性分析

研究検討会

山中（徳島大）・屋井（東京工大）・金（茨城大）・吉田（大阪市大）
久保田（埼玉大） 兵藤（東京海洋大） 土井（香川大）
阿部・橋本（岡山大） 羽藤（東京大） 森本（宇都宮大）
小川（立命館大） 浜岡（秋田大） 寺内（国士舘大）
元田・宇佐美（岩手県立大） 三国（地球の友・金沢） 鈴木（東工大）

①検討会での研究成果共有 ②現場視察 技術者・住民との情報共有
③地方説明会への参画 ④セミナー開催
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研究体制
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研究の意図

自転車を＜中速の交通モード＞として見直す。
新しい自転車類のモードの兆しを見据え＝中長期視点へ

道路政策・道路構造はいかにあるべきか？

我が国の自転車交通利用環境
・中速利用が難しい 自歩道＝徐行が基本

歩道対車道の論争
・車道原則 VS 実態＋感覚的議論
・道路管理，交通管理の協働体制の問題

モデル事業の繰り返し
・持続性、戦略性ある政策・整備の課題

技術的知見＋政策の体系化が必要



持続的で体系的な自転車政策
の制度設計にむけて

平成22年10月15日
東京工業大学 大学院総合理工学

研究科 教授 屋井鉄雄

本発表の構成
持続的で体系的な自転車政策の制度設計にむけて

 ネットワーク計画を核とする自転車政策の制度
（論点）

継続的な政策（基本理念，基本方針）
政策の継続性を担保する制度設計
地域（市町村）の上位計画等
将来の自転車ネットワーク計画

計画目標の共有
ロードマップと整備手順
計画評価と見直し
合意形成と事業実施
体制と責任分担

 おわりに

NW計画を核とする自転車政策の制度（論点）

継続的な政策（基本理念，基本方針）

将来の自転車ネットワーク計画

地域（市町村）の上位計画等

ロードマップと整備手順

合意形成と事業実施

計画評価と見直し

・市町村が全ての管理者，警察と
連携し，計画・設計理念を共有

・従前の断片的な整備区間
を取り込んだNW化の推進

・計画段階からの市民参画の推進

・将来の理想型までの設計ロードマップ
を示す（暫定整備，段階整備を含む）

・暫定・恒久整備としての自歩道の
位置づけの明確化

・将来計画を明記したNW図の提供

・計画目標の明確化，数値設定
（道路空間の利活用の方針等を含む）

・都市計画，環境・エネルギー計画との整合性
（自転車NW計画の守備範囲を明確に）

・まちづくり，景観計画との整合性

・理念(安全，環境，健康）レベルの国民的共有
・政策継続性の強調・確認

・定量評価，定性評価
・B/C評価に特化しない

・合意形成を支援する手続き体系

・政策と計画の法定化（法改定，条例化）
・ＮＷ計画から事業に至る計画システム

・住民合意に基づく
協働的な整備・管理

・バス等の公共交通計画との連携・調整
・自転車交通を含む交通計画の位置づけ

政策の継続性を担保する制度設計

計画目標の共有

整備財源 体制と責任分担設計・施工方針

継続的な政策（基本理念，基本方針）

・市町村が全ての管理者，警察と
連携し，計画・設計理念を共有

・理念(安全，環境，健康）レベルの国民的共有

・政策継続性の強調・確認



●自転車利用環境整備モデル都市【平成１０年度～平成１４年度】

全国のモデルに相応しい自転車利用環境整備・ネットワーク整備を実施する都市として、平成１０年度・１１年度に、
『全国１９の市町』を国土交通省が指定。

平成１２年度から事業着手が可能で、早期（概ね３カ年）に暫定整備の場合を含め、ネットワークの主要な箇所が
実現可能である都市を公募し、選定した上で指定。

●自転車施策先進都市【平成１４年度】

自転車利用環境整備・ネットワーク整備を実施する都市（１９都市）を含む『３０都市』を自転車施策先進都市として
国交省ＨＰ上に公表。
１９都市以外については、先進都市を募集。

●サイクルツアー【平成１５年度～】

自転車を使って地域の活性化を図るため、自転車道と観光資源等の連携により観光施策を推進する地区を国土
交通省が指定『１５地区』。

●スーパーモデル地区【平成１７年度～平成１９年度】

くらしのみちゾーン、バリアフリー、無電柱化、自転車利用促進の４施策について、全国のモデルとなるような事業
を強力に推進する地区を国土交通省が指定（内、自転車利用促進地区『３地区』）。

●自転車通行環境整備モデル地区【平成１９年度～平成２１年度】
全国の模範となる自転車道・自転車レーンの整備を実施する地区を警察庁・国土交通省が指定。

道路管理者と警察で現地調査を実施し、自転車交通量が多いことや、自転車の関連する交通事故が多いことなど
課題が明確であり、整備前後の調査により、効果検証が可能である。また、指定後、概ね２カ年で対策が完了する
地区を公募し、指定『９８地区』 （国交省資料より）

国土交通省による自転車施策の経緯 自転車走行空間に対する捉え方の
変化（平成19年前後）

• 横浜自転車道ネットワーク整備指針（横浜市道路局，H18.3)

→自歩道の整備が中心

• 横浜「夢」のあるみちづくり検討会提案(横浜市道路局，H22.9)

→人にやさしいみち空間を確保

（人や自転車のための空間重視）

安全 自転車に配慮するという理念 （歩行者の安全）

⇒このためには法制上の位置づけ、枠組みの策定
（道路整備の目的規定、自転車レーンの位置づけ）

環境 自転車を重視するという理念 （地球温暖化対策）

⇒多様な社会の価値からそれぞれの地域が選択
（方針・計画、連携、合意形成、財政支援等の制度化：継続的な推進の支え）

健康 自転車を楽しむという理念 （健康、地域の魅力）

⇒楽しく使えることは，健康と同時に地域の魅力向上に繋がる

・環境と健康に関わる自転車利用に関して，全都市が同じ方向ではない
⇒選択的に活用できる制度は必要（適正なリーダーシップで推進）

我が国の自転車政策の理念
自転車政策のうち道路法制に関わる論点

○目的規定と手続き規定：
道路網整備に加えて，道路法に環境改善・保全などの新たな目的を
追加する．その際，整備目的が複数になることから，当該道路のありかた
について，適切な選択をするための手続きが必要になるのではないか

⇒パブリックインボルブメントを伴う計画手続きを，
新たな目的とともに道路法に加える必要

○自転車レーンの規定：
道路構造令には，自転車専用走行帯（自転車レーン）の規定がない。
そのため自転車レーン設置を推進する際の根拠がない．
法律や省令に基本的理念や選択肢を定めることが望ましいのでは

⇒具体的な構造としての自転車レーンをどこかで示す必要



昨年度地域づくり分野ロードマップの概要

主要な対策と導入目標

課題

活動や交通全体のサービスを落とさ
ずに、旅客一人当たり自動車走行量
を2020年に1割、2050年に3～4割削
減

自動車走行量の削減

都市未利用熱の最大限の活用、様々な地域自然・
エネルギー資源を組み合わせた低炭素街区の整備、
農山漁村のエネルギー資源の活用促進

地域エネルギーの活用

旅客輸送、貨物輸送における自動車輸送
の分担率について、現状の約6割から、
2020年に5～6割、2050年には4～5割に削
減

モーダルシフト

徒歩と自転車で暮らせるまちづくり、LRT・BRT等の積
極的活用
（LRT/BRT：1500km、自転車レーン等：5万km）

生活の質と都市の経営効率を向上させるため、低
炭素型・集約型都市構造へと転換

コンパクトシティへの転換

地域主体の計画策定の充実とその内容を「絵に描いた餅」としないための制度と財源の担保

 民生部門、運輸部門の温室効果ガスの増加は、自動車での移動を前提としたまちづくり等による市街地の
拡散、移動距離の増加などの活動効率の低下が要因の一つ。

 住宅・建築物、自動車の各個別技術に係る中長期的な対策に加えて、地域・市街地・地区・街区といった単
位における体系的な対策を展開しなければ、中長期の削減目標の達成は困難。

実現の
ための
手段

 多様な自然的、社会的特性、地域資源を踏まえた対策を実施するためには、地域が主体となり、参加する主体
の裾野を広げることが必要。

上記の対策・目標を実現するための考え方

（中環審小委員会資料より，H22.9）

昨年度地域づくり分野のロードマップ（公共交通を骨格としたコンパクトシティの実現）

行

程

表

◆既存公共交通の高効率
化・利用促進

◆LRT、BRTの整備

◆郊外駅等における乗り
換え、アクセスの強化

運行本数の増加、運賃値下げなど運行費用の行政負担

整備・経営方式の検討

郊外駅の乗り換え機能、P&R、C&Rの整備と乗り換え割引による利用者の拡大

新規路線の整備資金の供給

LRT、BRT等の積極的活用

高効率車両への更新、新駅設置等の投資の支援

市民参加の公共交通利用促進

駅勢圏を中心とした居住の促進
市街化区域
の見直し

◆市街地人口密度の向上

◆利用者から見た公共交
通体系の構築

公共交通の奨励等のモビリティマネジメント

中心部への自動車の乗り入れ規制の実施

◆低密度地域の利活用と
市街化区域の縮小

コンパクト化による
メリットの見える化

人口密度の目標設定

交通事業者や事業者、市民等
でのまちづくり協議機関の活動支援

空き地等の集約・整序による太陽光／熱利用等の導入

地方分権を通じた計画実行力の強化

駅周辺の乗り換え・アクセス改善計画の策定

◆自治体への計画策定支援
とインセンティブ付与

成功事例の全国展開

◆特区制度における優良
事例の全国展開

◆地域の人材等の最大活用

自治体ごとの排出量算定・公表制度
（既に一部実施）

制度の改正・規制改革特区モデル事業実施

地域に根ざした低炭素計画実行者の育成

地域協議会等への支援

地域の温暖化実行計画の検証、強化

◆まちづくりとの連携強化 都市計画との連携強化、合意形成の協力、すべての地域の計画の目的に低炭素化を組み込む

既存路線の延伸や計画路線の早期着工、BRTの導入

◆公共施設・民間集客施
設の徒歩圏での配置

徒歩と自転車で暮らせるまちづくり

◆徒歩・自転車利用の環
境整備

歩道・自転車走行空間の整備

郊外幹線道路沿線等の立地規制の厳格化、拠点地区への税制等の立地インセンティブの付与
歩道・自転車道ネット

ワークと施設計画の作成

拠点地区への公共施設の移転公共施設利活用計画の策定

成功事例の全国展開

（既整備都市分含む）

（特に地方中核都市）
住み替え支援、事業所立地の促進

自治体の環境部門と都市計画
部門等の連携促進と人材育成

行政・事業者と連携した、市民参加型の計画策定、地域経営（資金支援含む）

±0 1割減 3～4割減

自転車レーン等
5万km

DID人口密度
60～80人/ha

駅勢圏人口密度
80人/haDID人口密度

40～60人/ha

公共交通分担率
現状の約2倍

LRT、BRTの
路線長
1,500km

（地方都市圏ﾄﾘｯﾌﾟｼｪｱﾍﾞｰｽ）

導入
目標

旅客一人当たり自動車年
間総走行量（人キロ、2005
年比）

地域の温暖化実行計画の充実（全自治体で策定） 実施財源は地球温暖化対策税収等で確保

公共交通エコポイント、モーダルシフトを考慮
した道路料金制度の導入、市民出資など
市民利用促進策の導入

道路空間配分に関する計画策定

モビリティマネジメントの制度化

フリンジパーキングの整備

EV優先レーン、LRTグリーン化など
環境面からの総合的プライシング

市民参加等による検証の仕組み、地区等より小さい単位での見える化

地域特性別
ベンチマークの設定

整備計画策定

2010 2020 20501990 2012 2015 2030

対策を推進する施策

* 2011年度から実施される地球温暖化対策税による税収等を活用し、上記の対策・施策を強化。

準備として実施すべき施策 （中環審小委員会資料より，H22.9）

フランスの環境グルネル法
（2008－2010年）

 環境グルネル第１法案（環境グルネルの実施に関するプログラム法）：
2008年 可決

貨物輸送（第10条）
・自動車以外の貨物輸送を2012年までに25％増加
・鉄道貨物輸送及び水運（運河）改善のための投資

長距離旅客輸送（第11条）
・ＴＧＶ新線の建設：2020年を目標に2000km整備

都市公共交通（第12条）
・自動車の燃費改善
・トラムやバスなど専用通行路をもつ公共交通の整備
現行路線長329km→15年後に1800kmを目標とする
（新規に1500kmの整備、180億eのうち国が40億e負担）

・自転車、歩行者、カーシェアリングなどの推進

 環境グルネル第2法案（環境国家契約法案）：2010年 下院審議中?

削減対策の内容 ～LRT（路面電車）を増やす～

12

日々の暮らし～地域づくり～ロードマップ

（出典）平成18年まで：(社)日本交通計画協会調べ、国土交通省道路局ホームページ『LRTの導入支援』より

LRT・BRT路線長
1,500km（2030年）

2030年

路面軌道の推移

2030年までに、LRT（次世代路面電車）やBRT（高速輸送バスシステム）を、路面電車
の最盛期並みの1500kmまで延伸し、交通の骨格にする。

（環境省HP参照）



削減対策の内容 ～既存の公共交通を強化する～

13

日々の暮らし～地域づくり～ロードマップ

（出典）「平成19年度国土交通白書」

地方圏における乗合バス及び鉄道の輸送人員の推移

バスの輸送人
員は10～15年
前の2分の1に

バスの系統数の推移

（出典）「平成18年度国土交通白書」

バスの系統数
は1割減少

乗合バス 鉄道

既存の公共交通の運行本数の増加、サービスの向上により、利用者数を増加させる。

（環境省HP参照）
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30,000
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60,000

DID人口20万人未満 DID人口20～50万人 DID人口50万人以上

（km）

削減対策の内容 ～自転車レーンを整備する～

14

日々の暮らし～地域づくり～ロードマップ

車両通行帯の設けられた道路において
道路標識等により通行の区分が指定さ
れている場合には、指定された車両通
行帯を通行しなければならない
→自転車専用通行帯（自転車レーン）を
通行（道路交通法 第20条第2項）

副次的効果に関して

（出典）「道路統計年報2009」

実延長 1,196,216.5km

舗装済延長 313,057.0km

歩道設置の道路延長 165,443.1km

うち一般国道 32,504.6km

うち都道府県道 47,792.2km

うち市町村道 85,146.3km

（出典）国土交通省道路局「道の相談室」
ホームページ

自転車専用通行帯（自転車レーン）

【参考】道路延長に関する統計

歩道 自転車専
用通行帯

民地側

人口規模別自転車レーン等延長

自転車レーン等を50,000km整備し、自転車利用を促進する。

3kmx3kmに
500m間隔で

4kmx4kmに
500m間隔で

8kmx8kmに
500m間隔で

（環境省HP参照）

サンフランシスコでは、
幹線道路であるマーケットストリートに
既にトラムが入り、残された車道部分を
自動車と自転車との共有レーンにした

自転車ネットワーク拡大が各地で進展

市の将来計画

・自転車の安全な利用を3
倍に増やす

・事故率を減らす

・600台/レーン・ピーク時以
下の多車線道路の自
動車レーンを自転車
レーン化

127kmの自転車レーン
(+158kmの共用レーン）
を整備する計画

・合意形成を支援する手続き体系

・政策と計画の法定化（法改定，条例化）

政策の継続性を担保する制度設計

・ＮＷ計画から事業に至る計画システム

・安全，環境，健康等の目的を規定する法律
（自転車の優遇政策への受容性，自動車交通削減の大義）

・各法律における位置づけの再整理
自転車法制の改正と総合計画等の強化
温暖化対策実行計画等の環境計画との連携強化
交通基本法の自治体基本計画等への位置づけ
道路法制への環境，空間等の目的と計画，手続きの導入
都市計画への位置づけ強化 等



計画制度

• 我が国の地域計画、地域交通計画の体系は
脆弱である（地球環境を契機に強化すべき）

• 環境が制約条件から計画目的に変化しつつ
ある

• 温室効果ガス削減を計画体系に含め始めた
国（英国，米国）もある

• 我が国でも構想段階のSEAが法制化へ向かう

⇒今後、あるべき地域計画の制度は？

国
レベル

州･県
レベル

都市圏
レベル

国土整備指針
DTA

地域統合計画
SCOT

都市圏交通計画
PDU

SRU法
L123-12a条

LOTI
art.28条

地方都市計画
PLU

SRU法
L122-11条

SRU法
L122-1条

SRU法 art.98条

【SRU法体系】

フランスの計画体系 （リヨン都市圏を例に）

国土整備指針（DTA）

地域統合計画（SCOT）

A4

A7 A8

Réseau des lignes fortes d
transports collectifs urbain

都市圏交通計画（PDU）

Inter‐SCOT
・739コミューン
・9025km2

・265万人
10のSCOTを統合

リヨン都市圏のSCOT
・72コミューン
・730km2

・125万人

リヨン都市圏のDTA
・382コミューン
・4460km2

・226万人

新道路技術会議：鈴木温氏（名城大学）資料(2008)をもとに作成

交通基本法とPDU

フランスの交通基本法（LOTI)の制定と移動権の
明確化(1982)

大気法（LAURE法､1996）におけるPDU（都市圏交
通計画）の位置づけ

連携都市再生法（SRU法、2000）におけるSCOT
（都市圏土地利用計画）、PDUの規定

PDUにおける自動車交通削減の目標義務

VT（企業を対象にした交通税）の使途拡大による
LRTの整備推進(2000年代中頃まで）

 1991年の陸上交通効率化法(ISTEA)以降、道路網計画を
含む交通計画の法制度を確定

（その後、何度か改定されたが、基本的な枠組みは，政権
交代でも安定的に維持）

州のレベルでは、温暖化対策に関わる制度化が多少進
展（カリフォルニア等）

自転車政策のように米国が従来遅れていた分野でも近
年の取り組み状況には目を見張るものがある

（政策の継続性、理念、体系化などに特徴あり）

米国の地域計画制度の動向



法的枠組みのありかた

• これからの時代のみちやまちの計画は、各主体の責
任が明確で、実効力を伴い、必要な施策推進に直結
させるべき

• 従来のように自転車に関する一過性の取り組みでは、
効果が期待できず、行政が信頼を（さらに）損なう懸念

⇒地域の合意形成に向き合い、

町並み景観にも配慮し、

現利用者の意向のみに左右されず、

将来を見据えた計画のもと、

継続的に推進するための法的枠組みが必要

自転車法（抜粋）

自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の
総合的推進に関する法律（昭和55年）

（目的）
第一条 この法律は、自転車に係る道路交通環境の整

備及び交通安全活動の推進、自転車の安全性の確
保、自転車等の駐車対策の総合的推進等に関し必要
な措置を定め、もつて自転車の交通に係る事故の防
止と交通の円滑化並びに駅前広場等の良好な環境
の確保及びその機能の低下の防止を図り、あわせて
自転車等の利用者の利便の増進に資することを目的
とする。

自転車法（抜粋）

（良好な自転車交通網の形成）
第四条 道路管理者は、自転車の利用状況を勘案し、良好な自転車

交通網を形成するため必要な自転車道、自転車歩行者道等の整
備に関する事業を推進するものとする。

２ 都道府県公安委員会は、自転車の利用状況を勘案し、良好な自
転車交通網を形成するため、自転車の通行することのできる路
側帯、自転車専用車両通行帯及び自転車横断帯の設置等の交
通規制を適切に実施するものとする。

（総合計画）
第七条 市町村は、第五条第一項に規定する地域において自転車

等の駐車対策を総合的かつ計画的に推進するため、自転車等
駐車対策協議会の意見を聴いて、自転車等の駐車対策に関す
る総合計画（以下「総合計画」という。）を定めることができる。
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SFOベイエリア（MTC）の地域自転車計画
計画の目標
1. 機械的対応、2. 地域自転車道ネットワーク、3. 自転車の安全、
4. 自転車の教育とプロモーション、5. マルチモーダル統合、6.総
合的な支援、7.財源、8. 計画、9. データ収集

カリフォルニア州「完備された道路」の法律
AB1358 the California

Complete Streets Act of 2008
「地方自治体が計画策定する際に，個々の
地域の状況に適する様式で道路利用者の
動線を確保することを求める。ここで道路利
用者とは，自転車，子供，身障者，自動車，
配送車，歩行者，公共交通，高齢者のすべ
てを含む」（第2条h）

カリフォルニア州道路法（891.2.）
郡・市は以下の事項を含む自転車交通計画を策定できる。
①計画実施によって増加が予想される将来の自転車通勤者数
②住宅，学校，大型店舗，公共施設，主要事業所等を含む将来土地利用図
③現在及び将来の自転車道
④現在・将来の学校，大型店舗，公共施設，主要事業所等の自転車駐車場
⑤現在および将来の他の交通との乗継施設
⑥現在および将来の自転車駐車場設置施設（ロッカー，シャワー等）
⑦交通法規に関わる安全教育プログラム
⑧市民やコミュニティの自転車計画づくりへの参画
⑨自転車計画と地域計画，大気改善，エネルギー節約等の協調性の説明
⑩各プロジェクトと優先順位
⑪過去の支出と将来の必要財源規模

SF自転車計画（2004更新時）の政策フレーム

・自転車の安全な利用を3倍に増やす

・事故率を減らす

・財源の確保（新・現）市・地域・州・連邦

・自転車NWの再生と拡張

・主要商業施設と住宅地の1/4マイル以内のアクセス整備

・鉄道，トラム，バスなど駅へのアクセス整備

・600台/レーン・ピーク時以下の多車線道路の自動車レー
ンを自転車レーン化

・自転車幹線道の定義と位置付け，住民への周知

・道路清掃の継続，各機関の連携・調整 等

都市圏交通計画 MTC Transportation 2035
・計画期間の支出2260億ドル(約20兆円）：維持管理82%、公共
交通建設13%、道路建設3%、自転車歩行者他2%） ⇒本計画実
行でも自動車の走行距離、渋滞は増加し、目標値（例：CO2を
1990年比40%削減）は到達不可能
・地域自転車ネットワーク（RBN:2140マイル、3400km）の整備：
B/Cは1.0未満であるが、複数の目標（住みやすさ、アクセスしや
すさ、地球温暖化）に関わるため計画推進
⇒法定計画制度で地域のニーズをくみ上げるため、B/Cのみの
判断に陥らない
⇒RBNのうち50%は整備済み（大半は車道再配分で提供）であり、
残りに14億ドル程度必要

自転車交通の州法と都市圏および市の計画（一部抜粋）

サンフランシスコ市

MTC 地域レベル

州レベル
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連邦

州
（CA)

都市圏
（MTC)

市
(San Francisco,
Davis)

法律 法律・計画で
示された政策

計画制度

事業制度
・プロジェクト

米国の自転車政策の体系（連邦とカリフォルニア州の例）

ISTEA(1991)から
SAFETEA‐LU(2005)まで
連邦法による交通方針の明確化
州・都市圏計画の制度規定

政策方針
ISTEA以降，継続的な支援
（政権交代後も基本は不変）

Complete Streets法(2008)
全ての利用者に配慮し，郡，市が
計画策定時にCS方針を義務付け

州長期交通計画

LRSTP（CTP2025，2006
年に確定) CTP2035のPI
実施中，自転車の記述

州短期プログラム

STIP

事業への連邦補助要件は
長期計画，短期プログラム
への記載が必要
連邦の自転車補助プログラムは
（Title23 Chapter2, 217)に記載

SAFETEA‐LU、交通増進活動プロ
グラム（TE）、アメリカ回復再投資
法2009（交通増進）、CMAQ改善

プログラム、安全な通学経路プ
ログラム、ハイウェイ安全改善プ
ログラム、非電動交通パイロット
プログラム 等

政策方針
定型配慮
（自転車利用をすべ
ての計画・設計時に
考慮すべしとの方針）

都市圏交通計画
Transportation 2035
地域自転車計画RBP
20億円（2001）
→1000億円(2008)

連邦法USC23，連邦施行規則
CFR23 （州・都市圏の計画制度）

（自転車交通の整備スキーム）

例：自転車総合計画2006（Davis)
自転車計画1997（SF)（計画更新，提

訴あり，環境評価）

主要プロジェクトに伴う整備、地
方交通基金、特定団体の消費税
及びレベニュー債、州交通改善
プログラム、交通計画・開発会計、
大気浄化と交通改善法1990（建
議116)、自転車交通会計(BTA)、
環境増進緩和基金 等

加州道路法
（含：自転車交通法）
地方自治体の自転車計画が策
定可能に，郡・MPOへの計画の
承認依頼など

加州自転車歩行者の青
写真(2002) 州の方針（2001年
州予算法への補足報告書）

：連邦

：州
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（１）継続性： ISTEA以降の18年間，変わらない計画制度（SAFETEA‐LU, USC, CFR）
→わが国に必要なのは一過性で終わらせない政策継続性（Ｐｏｌｉｃｙ Ｃｏｎｔｉｎｕｉｔｙ）

（２）ルーチン化：計画・設計時に必ず自転車を配慮する（MTCの長期計画）
高速道路，駅前広場，いかなる交通計画においても
自転車の利用を明示的に考慮する政策

→わが国では道路整備時に自転車道，自転車レーンなどに思い至ることはない

（３）法定理念：道路は自動車のものではなく，すべての利用者が安全に
利用できるようにすること（州のComplete Street 法）
基本理念の法定化，地方計画への反映を義務づけている

→わが国では基本理念が道路法，道路構造令に十分示されていない

（４）計画手続き：長期計画，短期プログラム，事業の各段階で
パブリックインボルブメントが行われ，沿道コミュニティや
自転車利用者の意見を踏まえた社会的合意を形成しやすい

→わが国では自転車ネットワーク整備に対応する計画・事業の手続きは曖昧

（５）役割分担：国，州，市の役割がそれなりに明快

（６）財源制度：多数のスキームから自治体が工夫して財源を獲得している状況

米国の自転車政策および計画・整備制度の特色

地域（市町村）の上位計画等

・都市計画，環境・エネルギー計画との整合性
（自転車NW計画の守備範囲を明確に）

・バス等の公共交通計画との連携・調整

・まちづくり，景観計画との整合性

・自転車交通を含む交通計画の位置づけ
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・新潟市の上位計画は、地方自治法第２条第４項による「新・新潟市総合計画（第２次実
施計画）」があり、その考えにもとづき「にいがた交通戦略プラン」「新潟市中心市街地活
性化基本計画」「新潟市都市計画マスタープラン」「新潟市環境基本計画」「新潟市地球
温暖化対策実行計画」が作成されている。

・「新潟市自転車利用環境計画」は、「新・新潟市総合計画」を実現するための分野別計
画であり、上位計画の考え方にもとづき、他の分野別既成計画と連携した計画として位
置付けられる。

新・新潟市総合計画（第２次実施計画）
都市像 ： 安心と共に育つ、くらし快適都市

第３回新潟都市圏ＰＴ調査 新潟市都市計画マスタープラン 新潟市環境基本計画
・健康で安心な快適環境都市の形成

にいがた交通戦略プラン
・安全・快適で回遊性の高い自転車

利用環境の整備

・過度な自動車依存の軽減に向けた
意識啓発

新潟市地球温暖化対策実行計画
・都市交通システムの整備等により過度
な自動車依存型社会からの脱却を図る。

新潟市中心市街地活性化基本計画
・市街地の整備改善のための事業

（放置自転車対策、自転車等駐車場整備
等）

・商業の活性化のための事業

上位計画

新潟市自転車利用環境計画

「新潟市自転車利用環境計画」の位置づけ



自転車総合計画の内容の変化

世田谷区自転車等の利用に関する総合計画

平成13年計画（駐車場整備，ルール・マナー，放置自転車の
撤去・防止等）

→平成22年計画（現在パブリックコメント実施中）の基本方針
(1)安全な自転車利用を展開する世田谷の風土づくり

（ルール・マナー）
(2)日常生活を支援する安全で快適な自転車利用の
場づくり（走行環境の整備，駐輪場，レンタサイクル）

(3)地域交通を支える自転車利用環境のしくみづくり

→世田谷区の基本構想，基本計画交通まちづくり基本計画等
を上位計画に持ち，「駐車対策に留まらず，安全で安心な自
転車の利用環境の実現に向けた総合的な理念・方針・施策
を示すものである」

将来の自転車ネットワーク計画

・従前の断片的な整備区間
を取り込んだNW化の推進

・計画目標の明確化，数値設定
（道路空間の利活用の方針等を含む）

計画目標の共有

・計画段階からの市民参画の推進

我が国における自転車ネットワーク
計画策定の試み

新潟市自転車利用環境計画
平成22年3月

【はしる～走行空間計画～】
自転車で気軽に楽しく“はしる”まち新潟

＜基本方針＞

●歩行者の安全を第一優先とした道路
空間を構築するため、自転車は車道
通行を基本に歩行者、自転車、自動
車を分離する。

●自転車が快適に走行できるようにする
ため、連続した自転車ネットワークを
形成する。

新潟市中心部の自転車網計画

世田谷区自転車走行環境整備指針

(1)自転車走行空間ネットワークの整備方針

・考えかた（総合計画を踏まえ，拠点，公園緑地， 観光・レク，通勤の通過等の考慮）

・自転車レーン設置＋道路排水施設スリム化区間によるネットワーク形成

・交通規制の連続性（ネットワーク円滑化）の改善

(2)道路整備計画との整合

(3)国道，都道との連携・要請

(4)河川管理通路の利用

(5)緑道などの検討

(6)地域別のネットワーク整備方針図の明示

（運用開始版，平成22年6月）

→東京都自転車走行空間整備方針(平成22年3月）

都道の拡幅・新設時に歩道幅員が4m以上あるか否かを整備手法選定の最上位に
位置づけた方針（広幅員道路が対象）

（参考：堺市の指針では，自転車道の整備，自転車レーンの整備という順序）



ロードマップと整備手順

・将来の理想型までの設計ロードマップ
を示す（暫定整備，段階整備を含む）

将来の自転車ネットワーク計画

・暫定あるいは恒久利用としての自歩道の
位置づけの明確化

・将来計画を明記したNW図の公開・提供

地域自転車計画（RBP）における
自転車走行空間ネットワーク（サンフランシスコ郡、MTC）

（MTCの地域自転車計画2009より）

サンフランシスコ市の自転車走行ネットワーク計画

（SF自転車計画、2009より）

・自転車の安全な利
用を3倍に増やす

・事故率を減らす
・600台/レーン・ピー

ク時以下の多車
線道路の自動車
レーンを自転車
レーン化

現状では72kmの自転
車レーン（＋37kmの共
有レーン）を127kmの自
転車レーン(+158kmの

共用レーン）まで整備
する計画

合意形成と事業実施

計画評価と見直し
・定量評価，定性評価
・B/C評価に特化しない

・住民合意に基づく協働的な整備・管理

将来の自転車ネットワーク計画

・パブリックインボルブメントの制度化



都市圏レベルの自転車計画

 計画規模約20兆円（維持管理82%、
公共交通13%、道路3%、Bike･Ped2%）

⇒これらの計画実行でも、自動車
走行距離は伸び、渋滞も増加し、
2035年の目標値（例：CO2を1990
年比40%削減）には到達不可能

 地域自転車ネットワークづくり
（3400kmの約半分は整備済み）

⇒費用対効果1.0未満でも、複数

の目標（住みやすさ、アクセスしやす

さ、地球温暖化）を達成可能なこと
から計画推進（計画制度で地域の
ニーズをくみ上げるため、B/C だけで
判断しない）

（MTC Transportation2035より)

サンフランシスコ都市圏の将来交通計画2035

地域自転車
ネットワーク

費
用
便
益
比

関連する目標の数
“時間がありません！
私の町会で何か始まるなら
参加しますけど“

“自転車レーンが
欲しかったのに！“

上位計画段階の市民参画の必要性を伝える漫画

米国FHWAの市民向けガイドブック（2000頃）より

州際高速道路70号線の整備事例
グレンウッドキャニオン，コロラド（米国）

・ロッキー山脈を貫く高速道路計画
・建設の技術と合意形成・手続きの技術，両者の
発展によって漸く高速道路を整備できた

（1970年代から90年代にPIを推進した事業）

戦後の土木技術の発達でようやく建設可能
となるも，自然破壊に対する反対でストップ！

「こんな狭い渓谷には，高速道路は
いらない！」（ジョンデンバーのCM）

新たな自転車道の整備（旧道も活用）
週末には多数の利用者が訪れる

合意形成と自転車ネットワーク整備（事例） 地域計画へのパブリックインボルブメント
英国での市民参加の提案(1969) 米国は1990年代

「参加(participation）とは、政策や計画提案の形成段階で、“共有する行為”であ

る。地方政府による“情報提供”や“意見機会の提供”が参加プロセスの主要な一
部であることは間違いないが、それらがすべてではない。参加は話すと同時に行
為を伴い、計画策定プロセスの全体を通して、公衆が積極的な役割を果たす場
合にのみ、十全な参加があり得る。ただし、この考え方は制約を伴い、計画を準
備する責任が地方政府にあることと、計画立案には専門家の高度な技術検討が
必要ということである。」 （スケフィントンレポート，1969より）

地方政府の基本計画（Structure Plan）への市民参加の手続き（一部掲載）



整備財源

体制と責任分担

・国と地方の責任・役割の分担，各管理者間の連
携・協議，住民NPOなどの協力

将来の自転車ネットワーク計画

・短期的，集中的に走行環境（路肩やレーン等）を
整備する一定の財源が必要

・理念レベルからの設計レベルまでの共有
(特に市町村と警察との連携，協力）

NW計画を核とする自転車政策の制度（再掲）

継続的な政策（基本理念，基本方針）

将来の自転車ネットワーク計画

地域（市町村）の上位計画等

ロードマップと整備手順

合意形成と事業実施

計画評価と見直し

・市町村が全ての管理者，警察と
連携し，計画・設計理念を共有

・従前の断片的な整備区間
を取り込んだNW化の推進

・計画段階からの市民参画の推進

・将来の理想型までの設計ロードマップ
を示す（暫定整備，段階整備を含む）

・暫定・恒久整備としての自歩道の
位置づけの明確化

・将来計画を明記したNW図の提供

・計画目標の明確化，数値設定
（道路空間の利活用の方針等を含む）

・都市計画，環境・エネルギー計画との整合性
（自転車NW計画の守備範囲を明確に）

・まちづくり，景観計画との整合性

・理念(安全，環境，健康）レベルの国民的共有
・政策継続性の強調・確認

・定量評価，定性評価
・B/C評価に特化しない

・合意形成を支援する手続き体系

・政策と計画の法定化（法改定，条例化）
・ＮＷ計画から事業に至る計画システム

・住民合意に基づく
協働的な整備・管理

・バス等の公共交通計画との連携・調整
・自転車交通を含む交通計画の位置づけ

政策の継続性を担保する制度設計

計画目標の共有

整備財源 体制と責任分担設計・施工方針

指針の考え方について

・基本政策の法定化
（安全、環境、健康の位置づけ）

・政策推進のための計画体系
（道路交通、道路空間、総合交通、公共交通，地球環境・エネルギー、健康等）

・PIを含む計画手続き（まちづくり、景観との調整）
・計画目的における自転車の位置づけ
・手段としての自転車交通、自転車空間の位置づけ

（区間整備の考え方とNWとしてのサービス提供）
・ネットワーク計画の策定（段階整備、暫定整備の位置づけ）
・関連施策における自転車（土地利用、都市計画、他交通）
・組織横断的な体制，道路と警察の連携
・財源問題
・安全マナー問題との融合施策

（歩道走行の危険性，正しい理解の浸透）
・技術開発，研究推進の重要性
・その他

○自転車政策の理念共有，政策継続性が重要
⇒安全，環境，健康 これらの理念の選択・浸透

○自転車政策を推進するための制度設計が必要
⇒関連法制の活用・改正を視野に．

地球環境への取り組みを含め，体系的な計画制度の設計

○自転車政策の推進のため，ネットワーク計画を核に
⇒地域で共有するフィジカルな将来像が必要では．

自転車レーンや路肩整備を積極的推進

本発表のおわりに
持続的で体系的な自転車政策の制度設計にむけて



海外における自転車政策の進展と
我が国における空間整備の可能性

吉田長裕 大阪市立大学

1

• 通勤自転車利用割合と病気との関係（50州）

– 肥満、糖尿病、高血圧の人口割合と徒歩・自転車通勤ト
リップシェアは負の相関あり

2

自転車利用と健康（米国）

出典：BICYCLING AND WALKING IN THE UNITED STATES 2010 BENCHMARKING REPORT

肥満 糖尿病 高血圧罹患率
約20‐32%

既往率
約5‐12%

既往率
約20‐34%

徒歩・自転車通勤ト
リップシェア約1‐10%

r:‐0.45
r:‐0.66 r:‐0.54

自転車利用と健康（英国）
• 自転車政策介入によるB/Cの試算

– Physical fitness：運動不足による病気（心臓病、脳
卒中、結腸癌）が歩行（30分）・自転車で減少

– Absenteeism：病気による年間欠勤日数（米国で
は歩行・自転車通勤によって欠勤が6%減少）

3
出典：Sustrans(2006): Economic Appraisal of local walking and cycling routes

混雑

走行環境

肉体的健康

欠勤

交通事故

自転車利用と環境（ドイツ）

4

グローニンゲンでの環境コストの試算人/キロ指標を用いた交通モードの環境性能比較

出典：Cycling: the way ahead for towns and cities ‐ A handbook for local authorities(1999)

大気汚染

騒音

インフラ

ｴﾈﾙｷﾞｰ消費

交通混雑

事故リスク

全大気汚染

スペース

一次ｴﾈﾙｷﾞｰ



自転車利用と環境（デンマーク）

5

• コペンハーゲンにおける環境首都計画

– 通勤・通学目的の自転車選択率：36%（2007）→50%（2015）
• 年間CO2排出量をさらに8万トン削減可能

Source:ECO‐METROPOLE OUR VISION FOR COPENHAGEN 2015

政策
評価

政策
調整

自転車利用と交通事故（米国）

6

r:‐0.52

自転車死者歩行者死者

通勤自転車
1万人当たり死者

出典：BICYCLING AND WALKING IN THE UNITED STATES 2010 BENCHMARKING REPORT

通勤自転車
トリップシェア

自転車利用と交通事故（欧州）

7

出典：Cycling in the Netherlands(2009)

1億台キロ当たりの
自転車死亡者数

一人一日当たりの
走行距離（km）

出典：National Policies to Promote Cycling, OECD(2004)

8

自転車利用と交通事故（ドイツ）

出典：ETSC YEARBOOK 2005, Safety and Sustainability

ノルトライン＝ヴェストファーレン州内都市

年1万人当たりの自転車負傷者数（1993‐1997）

自転車トリップシェア（%）

自転車モデル都市の重傷者数

赤：年1万人当たりの自転車重傷者

緑：自転車トリップシェア



自転車利用と交通事故（デンマーク）

9

100万台キロ当たりの自転車・原付の負傷者数

1人一日当たりの走行距離

コペンハーゲンにおける自転車利用重
傷者数の経年変化（1990‐2000）

走行距離

重傷者数

出典：Cycle Policy 2002‐2012 City of Copenhagen

出典：Collection of Cycle Concepts, Danish Roads Directorate, 2000

自転車利用と社会参加（米国）

10

出典：John Pucher: Cycling and Walking for all New Yorkers(2009)

r:0.81

自動車を持たな
い家庭（3‐55%）

自転車歩行者通
勤トリップシェア

出典：BICYCLING AND WALKING IN THE UNITED STATES 2010 BENCHMARKING REPORT

女性の自転車トリップシェア

ｵｰｽﾄﾘｱ 米国 英国 カナダ ﾃﾞﾝﾏｰｸ ドイツ オランダ

日本における自転車利用と健康問題

背景：国民医療費（約35兆円）のうち、生活習慣病に関する医療費
が約1/3を占め、その予防のための一つとして運動が注目

11
資料：第82回交通工学講習会 自転車～ひとつの交通モードとして～

現状：自転車トリップ長（運動時間）は健康に貢献するほどではない
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自転車トリップ利用時間の集計結果
（H12 PT調査対象：兵庫県）

資料： http://www.mhlw.go.jp/topics/medias/year/09/index.html

家庭からの二酸化炭素排出量

暖房,
13.8%

動力他,
29.7%

水道, 2.1%

自家用
乗用車,
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厨房,
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冷房,
2.2%

一般廃棄物,
5.5%

給湯,
13.7%

世帯当たりCO2排出量

約5,500 [kgCO2/世帯］

（2005年度）

日本における自転車利用と環境問題

背景：地球温暖化対策基本法案：「温室効果ガス排出量を2020年
までに1990年比で25％削減することを目指す」中期目標
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出典：第82回交通工学講習会 自転車～ひとつの交通モードとして～

現状：自家用乗用車の占める割合多い。増加傾向、通勤通学に利用する
代表交通手段として公共交通、歩行者・自転車割合は減少傾向
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■通勤・通学に利用する代表交通手段の割合（国勢調査）



日本における自転車利用と交通安全
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現状：自転車乗用中の死者数は、平成２１年は６９５人（減少傾向）
相手当事者別では全体の８３.６％が対自動車事故。対歩行者事
故は１０年前の約３.７倍（警察庁）

自転車事故の構成率は増加、出会い頭事故が56%を占めている

出典：http://www.npa.go.jp/bicycle/index.htm

出典：自転車の事故～安全な乗り方と事故への備え～日本損害保険協会

日本における自転車利用と社会参加

14

視覚障がい者も乗ることのできるタンデム自転車
（ほとんどの都道府県で走行が認められていない）

多様な用途の自転車が使われている

自動車を持っていなくても・・・
・都市中心部にアクセスし仕事を得ることができる
・自動車を持っていなくても道路を公平に利用できる

背景：日本の免許保有率は約74%、自動車保有率は６割弱で減少傾向

出典：金利昭教授（茨城大学）
土木学会自転車空間研究小委員会

我が国における空間整備の可能性

• 自転車利用による諸課題への貢献の潜在的可能性

• その実現のためには利用イメージを想定した空間整備

現状 将来

15

空間
整備

自転車
利用

歩道上の
自歩道（通行区分）

車道上を安全に走行
できる空間整備

・端末交通手段
・自歩道上は徐行走行

・代表交通手段（高速走
行、ドアツードア）
・車道上を安全に走行
・多様な自転車を許容

海外の走行空間タイプ

• 車道共有空間

16

バス共有レーン（英）推奨通行帯（英、米他多数）専用通行帯（英、日）

着色レーン（デンマーク他）車両共有レーン（米）ブルーバード（米）



海外の走行空間タイプ

• 車道分離空間（ほぼ道路両側に一方通行）

17

白線バッファ分離（米、仏他）ブロック分離（hybrid lane 英）段差分離（cycle track ﾃﾞﾝﾏｰｸ）

道路鋲+石分離（韓国）縁石ブロック分離（韓国）花壇分離（韓国）

空間整備を支える法制度の背景（米国）

• 中長期的な支援制度の変遷
– 1991以前：450万ドル以上を州の自転車歩行者事業に投入
できない予算キャップルール（2003年には4兆2200万ドル）

– ISTEA(1991)：全州に自転車歩行者コーディネータを配置す
るよう要請

– TEA‐21(1998)：国家目標の設定（NMTトリップを少なくとも
15%増加、NMT関連事故を少なくとも10%削減）、州および
都市圏（人口5万人以上）への財源補助、計画プロセス（自
転車計画を策定するよう要請）、政策の提供

– SAFETEA‐LU(2005)：TEA‐21での位置づけを踏襲、MPO計画
策定時に自転車・歩行者のユーザー代表を利害関係者リス
トに追加、23の補助対象事業、16の財源プログラムを提供
（ただし、州か都市圏が調整機能を持っておりすべての自
治体が必ず助成を得られるわけではない）
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自転車歩行者計画 * * * *
自転車レーン * * * * * * * * * * *
路肩の舗装 * * * * * * * * *
自転車経路案内 * * * * * * *
自歩道・自歩専道 * * * * * * * * *
ﾊｲｷﾝｸﾞ単路/自専道 *

地点改良プログラム * * * * *

地図 * * * *
バスの自転車ラック * * * * *
駐輪施設 * * * * * * *
自転車道/交差点 * * * * * * * * *

自転車保管・ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ * * * * * * * *

歩道（新設/改良） * * * * * * * * * * *

横断歩道（新設/改良） * * * * * * * * * *

信号改良 * * * * * *
縁石スロープ・傾斜 * * * * * *
交通静穏化 * * * *
コーディネータ職 * * * *
安全・教育職 * * * *
警察パトロール * * *
ヘルメットプロモーション * * * *
安全パンフ･本 * * * * * *
トレーニング * * * * * *

自転車歩行者に関わる事業と財源（米国）

出典：http://www.fhwa.dot.gov/environment/bikeped/bp‐ 19

州独自の制度や条例の事例（米国）
州 特徴的な制度・条例等

カリ
フォル
ニア

・California Bicycle Transportation Act, Streets and Highways Code 890‐894 (1994)：自転車
通勤者への機能的ニーズをターゲットに（対象とする自転車利用者の明確化）,州は自転

車計画を持たないが、本法によって自治体に自転車交通計画の策定を求めている（一貫
性重視）
・California Bicycle Transportation Account(BTA)(1997)：自転車交通計画を策定した自治体
のみが受けることのできる州独自の財源（燃料税、幹線道路利用者税会計）
・交通改善法(1961)：地域交通計画機関は、自転車歩行者プログラムに別途2%割り当て
ることができる(Public Utilities Code99233.3‐99234)
・州道路法(1961)：・州独自の交通計画財源：Bikestation建設

オレ
ゴン

・Bike Bill(1971)：自治体は州幹線道路財源の少なくとも1%を自転車施設、歩道に歩行者
自転車に使用しなくてはいけない（完全道路法の初期）
・House Bill 3314(2007)：歩行者自転車等を含む交通弱者との交通事故を起こした場合に
追加ペナルティ

ワシン
トン

・州法 SB 6091(2005)：16年間で7400万ドルを自転車歩行者プログラムに使用
・燃料税の少なくとも0.42%（県、郡）、0.3%（州）を自転車歩行者プロジェクトに使用
・Washington’s Growth Management Act(1990,2005)：優れたコミュニティを奨励し健康的な

ライフスタイルを奨励するために自治体計画の交通要素に土地利用の観点から歩行者
自転車施設の改善努力を求める

20
出典：Pedestrian and Bicycle Facilities in California (2005), Encouraging Bicycling and Walking the 
state  Legislative Role (2008)



• 完全道路法（Complete Street Act 2009）
– 年齢・移動手段・能力に関わらず安全・快適・便利に利用でき
る道路づくりを目的とした政策

– 連邦政府の法律や州法などに基づき、州や都市などのさまざ
まなレベルで政策を施行

– 政策の範囲がすべての全交通機関に及ぶため、地域によって

政策の目標や達成までの期間が異なる

– 州および都市圏のプロジェクトの計画から実施に至るすべて

のプロセスに、自動車だけでなくすべての利用者ニーズを取り

入れる（連邦補助事業のみ、高速道路も例外ではない）

– 計画の最初から歩行者などすべてを考慮することで安全な道

路にすることができ、結果的には道路関連コストを最小化でき、

プロジェクト期間も短くなる可能性もある

州独自の制度や条例の事例（米国）

21出典：http://www.completestreets.org/

完全道路政策の実施状況
◇2010年までに実施さ
れた政策の内訳
‐州:20
‐都市圏:14
‐郡:22
‐都市:63
‐計：118

青：法律・条例 赤：決議 黄色：税条例 ピンク：内部指針・行政命令

紫：計画 緑：デザインマニュアル・ガイド

22出典：http://www.completestreets.org/

完全道路政策の適用事例

緑：歩道を舗装 青：車線を明確化+標識等設置 黄色：自転車レーン設置 赤：横断歩道を増設

出典:http://www.nyc.gov/html/dot/downloads/pdf/9thavecomp.pdf 23

まとめ

• 海外の自転車政策の動向

– 健康、環境、安全、社会参加、経済性に関わる社会
背景と自転車利用推進による問題改善の期待

– 我が国では、車道走行を安全に走行できる新たな空
間整備（選択肢の充実）とそのネットワーク化によっ
て都市内交通では自転車の潜在的可能性を十分に
引きだせる

• 自転車利用を推進するための政策体系
– 自転車交通を推進するための目標設定

– 目標達成するための市町村、県、地域、国の役割

– 地方道路に関連する交通問題を着実に改善するた
めの手続き、仕組みの充実

24



我が国における自転車空間の

利用者意識と整備戦略

茨城大学 金 利昭

公開フォーラム
中速グリーンモード自転車の空間整備

2010年10月15日（金） 土木学会

1 2

研究の目的

１．自転車対応型道路タイプの受容性と規定要因を探る。

・自転車道/自転車レーン/自歩道

・個人属性/交通特性/安全意識

２．様々な交通モードの中で、何を分離し、何を共存させる

か？ [手段・利用者]＝歩行者/高齢者/自転車/

子供自転車/高齢自転車/自動車/等

３．自転車通行帯に、自転車以外の新しい中速モードは共

存可能か？ [電動四輪車/小型電動原付]

４．アンケート結果と既存知見をから、整備戦略を考察する.

3

全国Webアンケート調査と大学生アンケート調査

全国Webアンケート調査 大学生アンケート調査

調査方法 民間アンケート専門サイト「アイ
リサーチ」を用いたWebアン
ケート方式

各大学への郵送配布

調査対象 全国18歳以上 大学生 【実施大学】

茨城大学、北海道大学、秋田大学、東
京工業大学、東京大学、立命館大学、
大同大学、大阪市立大学、岡山大学、
神戸大学、徳島大学

調査期間 2009年 12/25～12/29 2009年 11月下旬～1月上旬

有効回答数 3510サンプル 回収：1100／配布：1980（回収率：56%）

道路空間タイプ別の共存条件を提示した

１

１１

１

4
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アンケート調査の質問内容（1） 説明文

道路の共存条件の説明

（例：自転車レーン）

自転車レーン内は一方通行で、自動車と同じ方向
に走行します。

歩行者と自転車は物理的に分離されており、歩行
者は歩道を通行し、自転車は自転車レーン（カラー
レーン）を走行します。
 ただし、子供（13 歳未満）と高齢者（70 歳以上）は
歩道内を走行できます。

《歩行者》 歩道を通行します。

一般自転車（子供と高齢者の自転車以外）はいないため、比較的安心して通行
出来ます。

 子供（13 歳未満）と高齢者（70 歳以上）の自転車には注意する必要があります。

《遅い自転車》 自転車レーンを走行します。

歩行者がいないため、また、一方通行のため対向自転車がいないので比較的
安心して走行できます。

 一方通行のため、沿道店舗に進入する際、遠回りする必要があります。

 自動車及び速い自転車に注意する必要があります。

 レーンは車道と同じ材質で整備されるため平坦性に優れます。

《速い自転車》自転車レーンを走行します。

歩行者がいないため、また、一方通行のため対向自転車がいないので比較的
安心して走行できます。

追い越しは危険なため、遅い自転車に注意し、速度を合わせる必要があります。

 一方通行のため、沿道店舗に進入する際、遠回りする必要があります。

自動車に注意する必要があります。

 レーンは車道と同じ材質で整備されるため平坦性に優れます。

《自動車》 車道を走行します。
対向する自転車はいないため比較的安心して運転できます。

自転車レーンを走行する自転車に注意する必要があります。特に遅い自転車
やふらつく自転車には注意が必要です。

交差点での自転車の巻き込みに注意する必要があります。しかし、自転車レー
ン上の自転車は早く発見できるので、事前に注意することができます。

6

アンケート調査の質問内容（2） 質問文

自転車通行帯の受容性

問21-1. 事前情報なしでの回答
問21-2. 危険度の情報を提供した上での回答

7

自転車通行帯・道路タイプの評価構造（1）

個人属性とニーズ 整備してほしい道路タイプ

自転車道＞自歩道＋レーン＞自歩道＞レーン

自歩道＋自転車レーンあるいは自転車レーン型の受容

大学生、高齢者、40代、主婦の順
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自転車通行帯・道路タイプの評価構造（2）

常時利用手段とニーズ 整備してほしい道路タイプ

歩行者派と自動車派は、自転車を分離する自転車道を評価
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走行経験による道路タイプの評価（1）
一般道 自転車歩行者道
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走行経験による道路タイプの評価（2）
自転車道 自転車レーン
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よく走行
(N=141)

たまに走行
(N=308)

走行しない
(N=226)

よく走行
(N=477)

たまに走行
(N=182)

走行しない
(N=16)

よく走行
(N=32)

たまに走行
(N=168)

走行しない
(N=475)

歩
道

自
転

車
道

車
道

A 自転車歩行者道 B 自転車道

C 自転車レーン D 自歩道＋レーン

15.1 

10.4 

5.2 

8.0 

14.0 

7.1 

19.4 

10.5 

8.8 

62.3 

56.8 

55.8 

59.3 

53.1 

60.7 

51.6 

50.8 

61.0 

3.1 

7.0 

6.0 

4.9 

7.9 

10.7 

6.5 

8.4 

4.8 

19.5 

25.8 

32.9 

27.8 

25.0 

21.4 

22.6 

30.3 

25.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

よく走行
(N=159)

たまに走行
(N=384)

走行しない
(N=249)

よく走行
(N=536)

たまに走行
(N=228)

走行しない
(N=28)

よく走行
(N=31)

たまに走行
(N=238)

走行しない
(N=523)

歩
道

レ
ー

ン
車

道

A 自転車歩行者道 B 自転車道

C 自転車レーン D 自歩道＋レーン

10

11

自転車通行帯・道路タイプの評価構造（3）

事故リスク説明前後のニーズ（整備してほしいタイプ）の変化

通行帯リスク説明後は、自転車レーンの評価が高い。

⇒心理的安心感と事故リスク認知度が乖離

65.0

53.2

22.9

23.0

5.0

12.5

7.1

11.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事故リスク認知前
(N=3510)

事故リスク認知後
(N=3510)

B 自転車道 D 自歩道＋レーン C 自転車レーン A 自転車歩行者道 12

道路タイプと共存可能な交通モード

歩道上で受容可能な自転車 歩道で受容できる自転車

自転車道で電動四輪の受容可能性

自転車レーンで電動四輪は受容？

自転車レーンで小型電動原付は受容？

自転車道がある道路 自転車レーンがある道路



13

まとめ－自転車通行帯・道路空間の評価構造

 自転車道の評価が圧倒的に高い。

 速い自転車を歩行者から分離する「自転車レーン」と遅い自転車を歩道で

共存させる「自歩道」の組み合わせが次善として評価されている。

 自転車レーンの利用頻度が、自転車レーンの評価を高める可能性があ

る。

 事故リスクの説明を受けると、自転車レーンの評価が高くなる。⇒ 利用

者の心理的安心感と事故リスク認知度が乖離

 子供自転車と高齢者自転車は、歩道での利用に受容性が高く、自転車

レーンが併設される場合に傾向がより強くなる。

 自転車道・レーン・自歩道の通行帯では、電動四輪車や小型電動原付は

受容されない。

 レーン 自歩道
（車道共存） （歩道共存）

 レーン
（車道共有）

交通整備の戦略

周辺条件

利用者ニーズ

利用者現況

空間条件（現状）

完全分離（自転車道）空間制約大

歩行者共存（自歩道）が多数

自動車共存（レーン）は少数

交差点処理 双方向型は困難

共同溝地上機 移設困難

自転車専用信号 極めて少数

規則を知らない

事故リスクを知らない

快適走行経験が少ない

歩行者優先意識が希薄

完全分離（自転車道）

遅い自転車は歩道で受容

次世代モードは非受容

事故リスク認知
交通優先教育
快適走行経験
 PRとイメージ戦略

 歩道共存 車道共存

（自歩道） （レーン）

ママさん 大学生

走行経験少 走行経験大

事故リスク
認知前

事故リスク
認知後

良い走行空間を創出

自転車道

自動車制限

子供自転車快適レーン

次世代モード
を共存

 遅い自転車

逆走

交通モード

遅い自転車

子供自転車

高齢自転車

三人乗自転車

ママさん自転車

速い自転車

次世代交通モード

ベロタクシー

高速電動四輪車

低速電動小型原付

セグウェイ（i‐Real）

道路ダイエット
速度抑制
一方通行化 高齢自転車

ママさん自転車

中速帯 次世代モード

 Shared Space

速い自転車

全モード共存

通行帯選択肢を増やす

交
通
安
全

教
育

交
通
を
材
料
と

し
た
市
民
教
育

VS.

一方通行自転車道

＋
柔
軟
な
可
変
構
造

道路空間構成の整備戦略

14

① 根本的に重要なことは、質の高い走行空間
を整備すること。

② 自転車通行帯の選択肢を増やすこと。
⇒[自歩道（遅い自転車）と自転車レーン

（速い自転車）の併用]は現実的な選択肢。
③ 次に自動車交通流を制限し、

⇒快適走行レーンを増加させ
⇒最終的には中速帯として整備して次世

代モードも位置づける。

段階的に、自転車を自歩道から分離する

道路空間構成の整備戦略 まとめ

15



自転車空間における
情報提示技術と
その効果

徳島大学大学院教授 山中英生徳島大学大学院教授 山中英生

＜通行位置を明示 （路面表示、看板等）＞

＜通行空間を物理的に分離（区画線、舗装材・カラー、植樹帯等の構造物 ） ＞

路面表示 架空式看板

東京都世田谷区（社会実験） 東京都港区虎ノ門

区画線とカラー舗装 ベンガラ色の舗装 植樹帯

区画線

相模原市 仙台市 相模原市
※自転車道が歩道と一体的に使われて
いる可能性もあり

歩道上の自転車誘導・制御施策

看板柱式

■通行方向に関する誘導・制御施策

＜車道上＞

石川県金沢市

路面マーク・文字・矢印で通行方向を表現

大分市

兵庫県尼崎市

4

中速モードのための路面マーク

←普通自転車の
歩道通行部分
（１１４の２）

幅１ｍ×0.65m

一般的なマーク 50～60cm角

オランダの
ガイドライン（１：1.5)
1．5m×２．７５ｍ



Amsterdam

縦 2250

横 1500

幅員 3000

オランダ型 自転車道

5m手前 10m手前 20m手前

ラインタイプ

我が国で一般に用いられるマーク 徳島市（助任川）

縦 600

横 600

幅員 1400

5m手前 10m手前 20m手前

シートタイプ

Ｂａｙｏｎｎｅ 仏型 自転車道マーク小型

縦 810

横 800

幅員 3000

5m手前 10m手前 20m手前

ペイントタイプ

8

「インフォマティビティ（情報伝達性）」

空間のもつ情報性＝
空間設計の意図が利用者に自然に伝わるような特性

同一カラー・マークを連続させる工夫（フランス）同一カラー・マークを連続させる工夫（フランス）



３３.調査内容

◇目的

◇調査の流れ

映像視聴実験
コストパ

フォーマンス
まとめマークの提案

○カラー連続設置型矢羽マーク

矢羽マーク

・通行位置
・通行方向

２つとも呈示

矢羽の形状で呈示

自転車走行者の視点からも分
かるように縦長の形状

縦倍比１.５

このような特徴を持った
青色のマークを連続設置

足元と前方に同じマーク
があることが分かりやす
く、走行者がマークの意

味を認識しやすい

意図の伝わりやすい自転車用路面サインの開発

実道路での
社会実験

実際の視聴映像

４

手前は中の自転車
マークまではっきり

と視認できる

奥は同じカラーの
マークだと分かる

３.調査内容

映像視聴時のセッティング
被験者の状況

1520

2430

スクリーンに対して画角40°となる位置
に被験者を座らせ、映像視聴を行う。

ディスプレイに対して俯角10°となる
ように座らせる

映像視聴時の状況

６３.調査内容

№ マークの大き
さ

設置間隔
（ｍ）

1 小 20
2 小 15
3 小 10
4 中 20
5 中 15
6 中 10
7 大 20
8 大 15
9 大 10

映像視聴の順番

左に示している９パターンの自転
車走行映像を被験者に見せた

小‐20

視聴映像の流れ

７３.調査内容



アンケート結果：『マークの見やすさ』

11

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小－２０ｍ

小－１５ｍ

小－１０ｍ

中－２０ｍ

中－１５ｍ

中－１０ｍ

大－２０ｍ

大－１５ｍ

大－１０ｍ

マークの見やすさ？

マ
ー
ク
サ
イ
ズ
ー
間
隔

見えにくい 少し見えにくい どちらともいえない

やや見やすい 見やすい

マーク寸法が大きく
なると向上

設置間隔が短くなる
と向上

87％

３.調査内容

アンケート結果：『連続感』

12

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小－２０ｍ

小－１５ｍ

小－１０ｍ

中－２０ｍ

中－１５ｍ

中－１０ｍ

大－２０ｍ

大－１５ｍ

大－１０ｍ

連続して見えるか？

マ
ー
ク
サ
イ
ズ
ー
間
隔

見えない 少し見えない どちらともいえない やや見える 見える

マークサイズの影響
は見られない

連続感は設置間隔に
影響を受ける

３.調査内容

３－３.コストパフォーマンス

13

国道192号線における設置事例等を元に設置コストを算出

一つあたりの単価 区間長600m対面通行

視認性及び連続性に関するアンケート結果

◇目的

◇研究の流れ

映像視聴実験
コストパ

フォーマンス
まとめマークの提案

意図の伝わりやすい自転車用路面サインの開発

実道路での
社会実験

３.調査内容

コストパフォーマンスと視認性の兼ね合い

14

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0 500 1000 1500 2000 2500

（
見
や
す
い
＋
や
や
見
や
す
い
）
の
比
率

整備費用（千円/600m対面)

小20m

小15m

小10m

大20m
大10m

中20m

中15m 中10m

大15m

五件法のうち
評価が４or５

大20m
中15m
中20m
適切

これらに連続性に関するアンケートも加えると…

３.調査内容



コストパフォーマンスと視認性・連続性の兼ね合い

15

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0 500 1000 1500 2000 2500

（
見
や
す
い
＋
や
や
）

（
連
続
感
が
あ
る
＋
や
や
）
平
均
比
率

整備費用（千円/600m対面)

小20m

小15m

小10m

大20m

大10m

中20m

中15m

中10m

大15m

大20m
中15m
適切

３.調査内容

３－４.実道路での社会実験

16

◇提案

◇研究の流れ

映像視聴実験
実道路での
社会実験

まとめマークの提案

対象地⇒国道192号線

2700 2000 2600

表示デバイス

コストパ
フォーマンス

３.調査内容

意図の伝わりやすい自転車用路面サインの開発

192号線整備に関する背景

17

初期
３.調査内容

◇提案

◇研究の流れ

映像視聴実験
実道路での
社会実験

まとめマークの提案
コストパ

フォーマンス

意図の伝わりやすい自転車用路面サインの開発

192号線整備に関する背景

17

カラー舗装
３.調査内容

◇提案

◇研究の流れ

映像視聴実験
実道路での
社会実験

まとめマークの提案
コストパ

フォーマンス

意図の伝わりやすい自転車用路面サインの開発



192号線整備に関する背景

17

ポール・架空看板設置後
３.調査内容

◇提案

◇研究の流れ

映像視聴実験
実道路での
社会実験

まとめマークの提案
コストパ

フォーマンス

意図の伝わりやすい自転車用路面サインの開発

192号線整備に関する背景

17

・ 自転車側を通行する歩行者はほぼなくなった
・自転車の遵守率は60％程度

成果

・高校生等による並走
・自転車側中央部の高速走行
・鉄柵の危険感の指摘

問題点

○矢羽マーク・センターラインの設置効果を分析

走行位置の変化 逆走率の変化 バス停周辺挙動

３.調査内容

◇提案

◇研究の流れ

映像視聴実験
実道路での
社会実験

まとめマークの提案
コストパ

フォーマンス

意図の伝わりやすい自転車用路面サインの開発

 0% 20% 40% 60% 80% 100%

0-２５

25-50

50-75

75-100

100-125

125-150

150-175

175-200

0%20%40%60%80%100%

西向 東向

平日午前

車道側

分離柵側

マーク設置前

31.8%

19.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0-２５

25-50

50-75

75-100

100-125

125-150

150-175

175-200

0%20%40%60%80%100%

西向 東向

平日午前

車道側

分離柵側

マーク設置後

10.4%

10.1%

矢羽マーク設置による効果

18

走行位置の変化

３.調査内容 19

逆走率の変化

全ての調査で効果が得られた

３.調査内容

１/３

１/２

約２％減

約４％減



25

連続マーク バス停の誘導効果

8.5%

25.2%

35.3%

28.5%

16.5%

20.1%

12.9%

8.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央線設置後

マーク設置後

流入・バス停正し
い通行、流出右
より

手間と流出
部が右より

右より
通行

歩行者帯
へ流出

その他

　
　正しい通行
　パターン

8.5％→25.2％ 10.6％→1.3％
バス停での流出方
向、復帰方向の明示

今後の検討

■設置タイプによる表示方式と評価

架空式

看板柱

路面表示

気づいた
14人

気づいた
13人

気づいた
5人

気づかなかった
11人

気づかな
かった
3人

気づかな
かった
2人

0% 20% 40% 60% 80% 100%

路面標示

看板柱

架空看板

路面標示
12人
74%

看板柱
2人
13%

架空看板
2人
13%

最も見えやすい誘導デバイスは？案内に気づきましたか？

４.今後の課題

21

・車道・自転車道・自転車レーン
自転車としての走行

・自転車道に準ずる構造（192号線）
普通自転車の通行位置指定

歩行者優先

歩行者がいない場合 安全な速度

・自転車歩行者道、通行可歩道
歩行者優先ー徐行

自転車の通行ルールを伝えるサインの開発

４.今後の課題

通行位置
方向

通行位置・
安全速度
・方向

通行位置（左側）
・徐行



中速GM研究会
とりまとめ

政策研究

• 自転車政策に関する方向性

–継続的政策

–責任分担

• 自転車ネットワーク計画

–目標

–網計画

–設計、体制・責任分担、財源、合意形成

– PDCA

空間構造

• 快適な走行空間の拡充と柔軟な構成

• 自転車道 専用空間の高い評価

–交差点等の課題 → 一方通行化

• 自歩道＋自転車レーン 次善策、現実策

–速い自転車の分離

• 自転車レーン → 快適レーン中速帯 への
ステップ

情報提示

• 速度特性を考えた情報提示

• 連続提示方式

• カラー、意匠などの周知

–統一 すくなくとも県レベルで



尼崎市
自転車レーン整備と
その効果

兵庫県

県土整備部 土木局 道路保全課

鎗水 正和

概 要

一般県道 西宮豊中線

自転車専用通行帯（自転車レーン）整備

延長=約１．２㎞

尼崎市富松(とまつ)町２丁目地先（富松
城跡前交差点付近） ～塚口町４丁目地
先（塚口町４交差点付近）

運用開始：平成21年９月３０日

位置図

交通量（H17センサス）

自動車交通量 8,769台/12h 大型車混入率 8.7%

自転車交通量 1,603台/12h 歩行者交通量 602人/12h

整備前 整備後

整備状況と断面図



主な整備効果

歩道と比べ、段差が無く走りや
すい。また、歩行者がいないの
で、自分のペースで走れる

写真：大阪市大 吉田先生提供

交通手段別に通行がなされており、
整流化が図られている

自転車レーン化によって、左側
通行（ルール通り）が増加した

バイクも自転車レーン外の車道を通行！

レーン部のカラー化によって、駐
停車しにくくなった



自転車利用者の行動変化

西宮豊中線　自転車レーン整備前後の走行箇所別自転車交通量

765

1,102

1,221

588

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

歩道

自転車レーン

自転車交通量（台/9h）

整備前

整備後

※事前：H21.7.4 事後：H21.11.4に実施した交通量調査結果を使用
※自転車レーン整備前は路肩走行車両のこと
※交通量は５断面の平均交通量
※調査時間帯：７～１０時、１１～１４時、１６～１９時の９時間

図 走行箇所別自転車交通量の変化

約４割減少

約１．９倍 西宮豊中線　自転車レーン整備前後の走行遵守率

92.9%

60.80%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

遵守率

走行遵守率

整備前

整備後

左側通行の遵守率の変化

※ レーンを逆走している高校生などを見つけると、地域の役員の方が大きな声で
注意をしていただいていること、また誘導看板等の効果もあり、自転車レーンを正し
い向きで走行（左側通行）する自転車の割合は、大きく向上した。

自動車運転手の行動変化
西宮豊中線　自転車レーン整備前後の駐停車車両台数（台/9h）

85

127

0 20 40 60 80 100 120 140

駐停車台数

駐停車車両台数（台/9h）

整備前

整備後

駐停車台数が、約３割減少した

現場での工夫点



自転車レーンを細街路交差点
の中まで連続して設置

ライン導水ブロックの導入

街渠エプロン部が無いため、路肩が広く活
用できる

看板等による誘導・案内

自転車レーンへの誘導看板 左側通行徹底させる電柱幕
細街路から進入する際に左側通行
を促す電柱幕

バイクは通行禁止の横断幕



路上駐車対策の横断幕 路上駐車対策の看板

継続した取り組み

路上駐車対策

自転車レーンの利用ルール、自転車利
用マナー向上の啓蒙活動 ほか



1

自転車通行環境モデル地区
一般県道 東金沢停車場線(金沢市)

2008年11月から2010年10月1日までの取り組み

2010年10月15日

三国 成子

(地球の友・金沢)

2

Ⅰ．場所 自転車通行環境モデル地区
一般県道 東金沢停車場線(金沢市)

Ⅱ．なぜ自転車レーンを選択したのか?

Ⅲ．交差点部の提案(地球の友・金沢）

Ⅳ．自転車レーン設置まで
(2008年11月～2009年12月）

Ⅴ. 新たな課題と対策(2010年4月～9月)

3

Ⅰ．場所 自転車通行環境モデル地区
一般県道 東金沢停車場線(金沢市)

4

Ⅰ．場所

自転車通行環境モデル地区
一般県道 東金沢停車場線

自転車走行指導帯の設置区間

H19.3～9月まで社会実験、10月から本格導入

自転車走行指導帯の設置区間

H19.3～9月まで社会実験、10月から本格導入



5

自転車通行空間整備予定区間の現状

6

自転車

××

自転車

Ⅱ．なぜ自転車レーンを選択したのか?

自転車歩行者道での事故が多い

7
資料提供：金沢河川国道事務所

出合い頭事故、幹線道路にある自歩道で事故が多い！

8

Ⅱ．なぜ自転車レーンを選択したのか?

自歩道での

出会い頭事故多い
自歩道での

出会い頭事故多い



9

対策案①②③

10

Ⅲ．交差点部の提案(地球の友・金沢）

自転車と車の出会いがしら事故を防ぐ
・自転車は左側通行を守る
・自歩道でも左側通行を守る

(歩行者にとっても安心）
（自転車と自転車の正面衝突を防ぐ）

歩行者の安全確保
・自転車を歩道に誘導しない(スライド11）

左折車の巻き込み事故防止対策
・自転車専用信号の設置(スライド12）
・自転車が車から見えることが大切(スライド13.14.15.）
・左折車の誘導線(交差点内）の設置

交差点部は特に障害物をなくす
・植栽（景観より交通安全）、電柱、ポストなど(スライ16.17）

11

intersection: left turn

→10
ドイツ ミュンスター 12

intersection: right turn, straight ahead

→10
ドイツ ミュンスター



13

参考例 自転車走行指導帯の設置区間
東山交差点左折車

自転車が見えないと自転車が見えると

車は外側線を踏まな
いで左折する

14

交差点での右折と直進
自転車の誘導

右折

直進
ドイツ･フライブルク

15

岡山県庁前交差点

→10 16

ドイツ･フライブルク



17

事故の多い交差点歩道橋などが障害物に

見通しを良くする工夫

18

Ⅳ．自転車レーン設置まで
(2008年11月～2009年12月）

 2008年11月20日第1回会議 対策案の検討

 2009年 2月 9日第2回会議 対策案の決定(スライド20）

 2009年 3月26日第3回会議
変更案①東金沢駅から東金沢駅口交差点まで2車線

(スライド21）

 2009年 9月26日第4回会議
変更案②小坂町交差点北側歩道は自歩道で残す（ スライド22～24）

 2009年12月18日第5回会議

再変更案②小坂町交差点北側レーンにする(スライド25)
他レーンの色灰桜色交差点イメージ決定 (スライド26～28)

19

2009年2月9日対策案決定

→19 20

JR東金沢駅～東金沢駅口交差点

4車線を2車線にして

両側に自転車レーンとゼブラを
設置

2009年 3月26日第3回会議
変更案①東金沢駅から東金沢駅口交差点まで2車線

→19



21

変更案②2009年9月26日第4回会議事務局案

22

変更案②について

23出会い頭事故の多い小交差点、見通しも悪い

変更案②について

→19 24

歩道を2.5mに縮小

自転車レーン2.1mに縮小

車道右折レーン2.84mに縮小

再変更案②2009年10月12日
→19



25

2009年12月18日
の第5回会議結果

26

移設された電柱 撤去する電柱

（2010年1月13日撮影）

27

自転車レーン
ここまで

移設された電柱
撤
去
す
る
電
柱

（2010年1月13日撮影）
→19

28

Ⅴ．新たな課題と対策
(2010年4月～9月)

2010年 4月 9日オープニングセレモニー

2010年 6月 2日第6回会議

これまでの経過説明(街頭指導など）と

供用後のアンケート案検討

2010年10月 1日第7回会議

アンケート結果の検討と対策案(スライド29～33)

変更案③交差点の通行方法 (スライド34.35）



29

アンケート結果新たな課題と対策案
（2010年10月1日 第7回会議）

①JR東金沢駅前

②公園前市道

③細街路との交差部

④東金沢駅口交差点

④小坂町交差点

30

①JR東金沢駅前
課題

自
転
車
レ
ー
ン
逆
走

や
歩
道
走
行
は
違
反

で
す
反
対
側
レ
ー
ン

へ

対策案

①JR東金沢駅前

31

②公園前市道 課題

自転車レーンと並行して走る市道では、多くの高校生の
通学路になっており今後何らかの整備が必要

32

②公園前市道
対策案例



33

③細街路との交差部
課題

細街路からの自動車を避けるように
小学生が自転車レーンを歩く

対策案

(小坂町小学校
PTAより）

※他に小坂町交差
点での自転車との
交錯を改善するよ
う要望あり

→19 34

④東金沢駅口交差点

課題 対策案

変更案③交差点の通行方法

35

④小坂町交差点

課題 対策案
自
転
車
専
用
信
号

変更案③交差点の通行方法

36

まとめ

時間がかかる：作りっぱなしではなく

ハードソフト面での手直しが必要

協議会方式：住民参加と利用者の声を聞く

警察が前向きで協力的であった



37

この交差点に
自転車横断帯を設置
する計画を変更しま
した

A B 区間の路肩に
自転車の走行方向を
示すマーク(法定外）
を路面表示

DVDをご覧ください



静岡市自転車道ﾈｯﾄﾜｰｸ整備計画について

静岡市 建設局 道路部

道路保全課 鈴木 亘

1

1.静岡市自転車道ネットワーク整備計画の概要

2.モデル地区の概要

3.本年度整備箇所の紹介

自転車を取り巻く状況 －静岡市－

2

1 自転車道ＮＷ整備計画

■近年、自転車利用ニーズが高くなっている
・自転車の保有台数は、昭和45年の約2倍（平成19年、県）

・代表交通手段における自転車利用割合が高い
（全国平均：１５％ 静岡市：２０％）

・静岡市内の高校生の約8割が自転車通学をしている。
自転車 鉄道 自動車 徒歩 その他

15%

17%

20%

21%

18%

9%

14%

4%

5%

5%

5%

8%

43%

54%

49%

47%

53%

55%

22%

18%

18%

18%

19%

23%

6%

6%

7%

6%

5%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

静岡中部都市圏

静岡市

葵区・駿河区

清水区(清水地区)

清水区(蒲原・由比地区)自転車通学
17,253人（約８割）

■自転車事故が多く発生している
・静岡市内で発生している自転車 事故は、全事故の約２３％

を占めており、全国と比較して高い割合

自転車事故 その他

自転車事故の占める割合（平成19年)

自転車を取り巻く状況 －静岡市－

3

1 自転車道ＮＷ整備計画

20.5%

15.6%

23.3%

25.5%
23.4%

20.8%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

全国
(832,454件)

静岡県
(38,682件)

静岡市
(7,228件)

葵区
(2,568件)

駿河区
(2,321件)

清水区
(2,339件)

これまでの取り組み

平成13年度 自転車道ネットワーク整備計画（旧静岡市）策定

自転車道ネットワーク実施計画図（平成13年6月）

整備の停滞、
市町合併に伴う市域の変更

整備例：新川一丁目中原３号線
（カラー化等による車道部との分離明確化） 4

1 自転車道ＮＷ整備計画

市の実情に合っていない
整備計画



整備計画策定までの流れ

平成21年度

平成20年度

既存（旧静岡市）のネットワーク整備計画の見直し

5

新・静岡市自転車道ネットワーク整備計画

短期、中長期の整備形態、整備手法の決定

ネットワーク整備計画の策定

詳細設計～工事着手

～

1 自転車道ＮＷ整備計画

6

自転車道ネットワーク路線の抽出基準

新たな自転車道ネットワーク路線 （全長約３００ｋｍ）新たな自転車道ネットワーク路線 （全長約３００ｋｍ）

抽
出
（
追
加
お
よ
び
除
外
）

選
定

関連計画（街路築造、道路改築等）における路線関連計画（街路築造、道路改築等）における路線

拠点に連絡する路線拠点に連絡する路線

幅員の広い路線幅員の広い路線

自転車交通需要が高い路線自転車交通需要が高い路線

交通不便地域の交通を補間する路線交通不便地域の交通を補間する路線

旧静岡市にて選定された自転車道ＮＷ路線旧静岡市にて選定された自転車道ＮＷ路線

上記で抽出された路線のうち、道路幅員が原則１２ｍ以上の路線

1 自転車道ＮＷ整備計画

7

自転車道ネットワーク整備順位の考え方

①課題の大きい箇所（必要性）

→安全性に問題のある路線

②住民の要望が高い箇所（住民ニーズ）

→自転車交通量が多い路線

③事業推進が容易な箇所（事業容易性）

→幅員の広い路線、都市計画道路や供用

予定が明確な事業路線

【自転車道ネットワークの優先順位を決定する3つの指標】

課題の大きい箇所
（必要性）

課題の大きい箇所
（必要性）

事業推進が容易な
箇所（事業容易性）
事業推進が容易な
箇所（事業容易性）

住民の要望が高い
箇所（住民ニーズ）
住民の要望が高い
箇所（住民ニーズ）

３つの
指標

1 自転車道ＮＷ整備計画

短期整備路線 約50km

静岡市自転車道ﾈｯﾄﾜｰｸ整備対象路線図

8

整備計画 延長（km） 路線数

整備済 44.1 29

概成 25.1 34

短期　（H21-26） 48.4 54

中期　（H27-31） 110.2 114

長期　（H32-36） 61.7 58

合計 289.5 289

1 自転車道ＮＷ整備計画



9

自転車走行空間の整備形態の計画 1 自転車道ＮＷ整備計画

4.0m以上

自
転
車
歩
行
者
専
用
道
路

自転車通行空間

4.0ｍ以上

2.0ｍ以上
やむを得ない場合1.5ｍ以上

誘導看板

民地

民
地

歩
道

植
樹
帯
等

自
転
車
道

植
樹
帯
等

車
道
部

自
転
車
道

自
転
車
専
用
通
行
帯

（自
転
車
レ
ー
ン
）

自
転
車
歩
行
者
道

歩行者交通量が多い道路は4.0m以上
その他道路は3.0m以上

A‐2 自転車歩行者専用
道路

B‐1 自転車道 B‐2 自転車専用通行帯 B‐3 自転車歩行者道
（歩行者との分離）

自転車走行空間の整備形態タイプ（抜粋）
整備形態の考え方

既存の道路空間活用による自転車走行空間の確保

低コストで現実的な整備を実施

10

静岡市自転車道ネットワーク整備計画策定体制
1 自転車道ＮＷ整備計画

策定体制

庁内策定体制庁内策定体制

公表
（HP、広報等）

公表
（HP、広報等）

パブリックコメント
素案公表

意見募集期間 1ヶ月～
意見の公表

パブリックコメント
素案公表

意見募集期間 1ヶ月～
意見の公表

アンケート調査
高校生および市民対象

（6,000名程度）

アンケート調査
高校生および市民対象

（6,000名程度）

情報

意見

情報

意見

市民参加市民参加

静岡市自転車
対策協議会
（市準付属機関）

静岡市自転車
対策協議会
（市準付属機関）

静岡県道路交通
環境推進連絡会

静岡県道路交通
環境推進連絡会

外部検討外部検討

協議

意見

報告

修正

検討委員会

検討部会

素案作成

自転車道ネットワーク 基本

検討委員会検討委員会

素案作成

自転車道ネットワーク
整備計画

自転車道ネットワーク
整備計画

報告

静岡市交通政策
協議会

（市付属機関）

静岡市交通政策
協議会

（市付属機関）

検討部会検討部会

案作成

策定体制

庁内策定体制庁内策定体制

公表
（HP、広報等）

公表
（HP、広報等）

パブリックコメント
素案公表

意見募集期間 1ヶ月～
意見の公表

パブリックコメント
素案公表

意見募集期間 1ヶ月～
意見の公表

アンケート調査
高校生および市民対象

（6,000名程度）

アンケート調査
高校生および市民対象

（6,000名程度）

情報

意見

情報

意見

市民参加市民参加

静岡市自転車
対策協議会
（市準付属機関）

静岡市自転車
対策協議会
（市準付属機関）

静岡県道路交通
環境推進連絡会

静岡県道路交通
環境推進連絡会

外部検討外部検討

協議

意見

報告

修正

検討委員会

検討部会

素案作成

自転車道ネットワーク 基本

検討委員会検討委員会

素案作成

自転車道ネットワーク
整備計画

自転車道ネットワーク
整備計画

報告

静岡市交通政策
協議会

（市付属機関）

静岡市交通政策
協議会

（市付属機関）

検討部会検討部会

案作成

11

市道丸子新田広野三丁目線（駿河区 東新田・みずほ一丁目）

計画標準断面図

平成21年度 整備事例

整備前

整備後

JR静岡駅

静岡市葵区役所

12

２. モデル地区の概要
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①（市）辻町北脇１号線
自転車レーン（1.5ｍ） L=600m

②（市）袖師村松線
自転車レーン（1.5ｍ） L=700m

③国道１号
自転車歩行者道 L=600m

④（市）小芝町江尻町線
路肩カラー化 L=500m

⑤、⑥（市）新港町１号線・（市）島崎町
新港町線・（市）島崎町袖師町線

自転車道に準ずる構造等 L=1300m

自転車通行環境整備モデル地区を清水駅前地区に選定（Ｈ１９）

自転車走行環境整備モデル地区選定箇所

2‐1  清水駅前地区自転車通行環境整備モデル地区

14

組 織

自治会、自転車愛好家、老人クラブ、女性の
会、母の会、高等学校校外補導連絡協議会、交
通指導員会、警察、国交省、市

スケジュール

実証実験

第1回WG（７月）

第2回WG（８月）

第3回WG（９月）

第4回WG（１２月）

第２回ワーキンググループ

2‐1  清水駅前地区自転車通行環境整備モデル地区

自転車通行環境整備「清水駅前地区」ワーキンググループ

【実証実験の目的】

自転車通行の安全な利用促進を図り、自動車・自転車・歩行者のそれぞれが共存できる安全な
自転車通行空間の創出可能性を検討することを目的とし、自転車通行環境整備に向けた実証実験を行った。

■実施期間
平成２０年１１月１７日（月）～２６日（水）

■実施内容
自転車レーンの設置

（自転車の走行位置を明示）
■影響把握方法
・アンケート調査の実施
実施区間でのヒアリングアンケート調査および自治会へのアンケート票配布調査
・交通量調査の実施
実施区間の２箇所における断面交通量の調査を実施

15

実証実験の内容 2‐1  清水駅前地区自転車通行環境整備モデル地区 実証実験の結果

交通状況の変化における自転車の車道部走行割合
調査区間１：36％ → 63％ 調査区間２：20％ → 44％

一定の効果を確認 16

自転車の錯綜回数
調査区間１、２合計：43回 → 2回

2‐1  清水駅前地区自転車通行環境整備モデル地区

400m
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（市）袖師村松線 自転車レーン設置（1.5ｍ） L=700m

2‐1  清水駅前地区自転車通行環境整備モデル地区

全 景

整備前 整備後

モデル地区の整備事例

18

３ . 本年度整備箇所の紹介

19

約4kmにおいて 自転車レーンや路面標示等を設置し、自転車走行空間整備を実施

平成２２年度整備箇所 （一）藤枝静岡線ほか６路線

自転車通行量 1,400台／12ｈ

自転車通行量 5,700台／12ｈ

JR静岡駅

静岡市葵区役所

20

（一）藤枝静岡線 整備イメージ

交差点内に自転車誘導帯を設置
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（一）藤枝静岡線 整備イメージ

自転車横断帯を廃止し、横断歩道を移動
22

H22.5.7静岡新聞（朝刊）

23

・ 整備効果の検証により、市民の理解を得て、
自転車利用環境の整備を戦略的に実施する

・ 公安委員会など関係機関と活発な意見交換
をし、自転車利用ルールやマナーを徹底する

おわりに

今後の展開
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国土交通省中国地方整備局
福山河川国道事務所 調査設計第二課 荒木 勲

自転車利用促進を目標とした自転車走行空間整備計画

2

１．整備計画策定の背景

3出典：新たな自転車利用環境のあり方を考える懇談会資料 （国土交通省 道路局 地方道・環境課 道路交通安全対策室）

自転車及び自動車保有台数の推移自転車及び自動車保有台数の推移

• 自転車保有台数は増えており、自動車保有台数より多い。

１．整備計画策定の背景

4
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■福山市の概況

広島県第2位の人口
※H22.4.1現在

１．整備計画策定の背景
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３ｋｍ

福山駅を中心とした
５ｋｍ圏域

福山駅

芦田川

福山港

東福山駅

平均気温（℃） 日照時間（時間） 降水量（mm）

仙台 １２．１ １，８４２．６ １，２４１．８

東京 １５．９ １，８４７．２ １，４６６．７

大阪 １６．５ １，９６７．１ １，３０６．１

岡山 １５．８ ２，００９．８ １，１４１．０

福山 １５．０ ２，０７５．０ １，１６３．７

広島 １６．１ ２，００４．９ １，５４０．６

福岡 １６．６ １，８４８．５ １，６３２．３

各地の平年値（1971～2000年）

自転車を利用しやすい環境自転車を利用しやすい環境
●瀬戸内海式気候（温暖で小雨）

●福山駅を中心とした概ね５ｋｍ圏域が平野部

資料：気象庁ホームページ

■福山市の特徴

●福山市は、四季を通じて温
暖で、台風などによる自然災
害も極めて少ない気候風土
に恵まれている。 ※福山市HP

１．整備計画策定の背景

6

■通勤・通学における自転車利用分担率

出典：H12国勢調査（自転車分担率）、住民基本台帳（人口）

自転車利用率
は約１８％と

低い

１．整備計画策定の背景
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■自転車事故の発生状況（平成２１年度市町村別）

広島県内で
２番目に

高い発生率

１．整備計画策定の背景

8

２．福山市における自転車走行空間
の問題点
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２．福山市における自転車走行空間の問題点

■自転車のアンケート調査結果（利用者からの意見）

■問10：歩道走行時の改善要望

●第１位は「障害物、段差により走りにくい」で、50％の指摘率で高い。

●次いで、「自転車専用の通行帯の整備」が41％、「歩行者と自転車
の走行位置の明確化」が40％と高い。

●職業別、住所別において、大きな改善要望の差異はない。

自転車利用者からの意見

回答者数5,444
（複数回答可）
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問6：自転車の危険行為 × 問3：職業
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①会社員・公務員

②アルバイト・パート

③自営業

④家事専業

⑤無職

⑥小学生

⑦中学生

⑧高校生

⑨短大生・大学生

⑩その他

無回答

よくある ときどきある ない 無回答

397

合計人数（人）

3,621

31
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2
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1%
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14%
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20%
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■問6：自転車の危険行為の認知

79％

●「よくある」（14％）、
「ときどきある」（65％）
を加えると、約8割が
危険を感じている。

●小学生、中学生、高
校生が、「感じたこと
がない」と回答してい
る割合が多い。

回答者数6,294

車の危険を感じている。
歩行者の約８割が自転
車の危険を感じている。

障害物や段差が多くて
走りにくい。

自転車専用の走行空間
の整備を望んでいる。

10

■自転車のアンケート調査結果（ヒヤリ体験）

ヒヤリ体験箇所図

1～5

5～10

＞10

1～10

10～15

＞15

道路での件数

東福山駅

交差点での件数

福山港

芦田川

歩道が狭く階段の傾斜もきつ
い

傾斜がきつく見通しが悪い。

沿道からの車両も出入りする。

急傾斜でスピードが出る

東福山駅

歩道が広くないため対向時の
接触の危険性がある

国道２号

福山駅

注：ヒヤリ交差点は、指摘10人以上の箇所を抽出
ヒヤリ区間は、指摘が5人以上の区間及び概ね

500mの区間において連担する交差点でのヒヤリ
の指摘が合計10件以上ある区間を表示

ヒヤリ交差点

ヒヤリ区間 傾斜がきつく歩道の起伏も多い

●「自転車」でみると、対相手交通は自
動車が約7割で圧倒的に多く、自転車
が18%と少ない。

●ヒヤリ内容は、「交差点での出会い
頭」が非常に多く、「沿道からの出入り
の際の接触」、「左折車両との接触」が
続く。

●原因としては、歩道が狭い、自転車・
自動車交通量が多いもあるが、「相手
又は自分の不注意」も多くあげられて
いる。

【ヒヤリ体験の概要】

交差点での出会い頭が
多い。

自転車と自動車によるヒ
ヤリが圧倒的に多い。

２．福山市における自転車走行空間の問題点

11

■自転車の交通事故発生状況

国道２号

H17～H20 自転車事故プロット図

国道313号

福山競馬場

緑町公園

注：事故多発交差点は、5件/4年以上の箇所を抽出
事故多発区間は、概ね500mの区間において事故が10件
以上連続する区間を表示

福山港

芦田川

東福山駅

福山駅

事故多発交差点

事故多発区間

交通事故の発生位置等交通事故の発生位置等

●自転車の交通事故は、幹線道路上で多く
発生しているが、脇へ入った細街路でも多
い。

●多発区間をみると、市街地中心部の国道2
号及び、福山駅から交差してくる南北方向
の市道区間、緑町公園周辺及び、福山競
馬場北側の市道等が該当する。

●山陽本線の北側エリアでは、福山駅北東
部の東西方向の複数の市道で多発してい
る。また東福山駅の北側の市道でも多発。

●「自転車×自動車」の事故が全体の94％
を占め、殆どが自動車相手となっている。

●「出会い頭衝突」による事故が64％と、圧
倒的に多い。次いで、「右左折中の側面衝
突」が21％と多い。

細い街路でも事故が多い。

２．福山市における自転車走行空間の問題点

12

■自転車走行空間における問題箇所

事故発生箇所等の問題
内容が重なっている。

２．福山市における自転車走行空間の問題点
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３．整備計画策定フロー

14

３．整備計画策定フロー

■整備計画策定フロー

第１回懇談会

目標の設定目標の設定

走行空間整備の基本方針走行空間整備の基本方針

自転車利用環境の現状と課題自転車利用環境の現状と課題自転車利用環境の現状と課題自転車利用環境の現状と課題

計画エリアの設定計画エリアの設定

福山市の特徴福山市の特徴

自転車走行空間の確保自転車走行空間の確保

ルール・マナー検討ルール・マナー検討

戦略的な整備計画戦略的な整備計画

ネットワーク候補路線の選定ネットワーク候補路線の選定

個別路線の整備計画策定個別路線の整備計画策定

走行空間整備計画の策定走行空間整備計画の策定

自転車利用者の現況分析自転車利用者の現況分析 第２回懇談会

第３回懇談会

第４回懇談会

第５回懇談会

座 長：徳島大学 教授 山中 英生

メンバー：福山商工会議所 副会頭

福山市教育委員会 教育長

中国新聞備後本社 備後本社代表

広島大学 教授

福山車イス福祉協会 会長

福山地区高等学校PTA連合会 会長

福山市役所 副市長

オブザーバー：広島県警福山東警察署 署長

福山河川国道事務所 事務所長

広島県福山地域事務所 建設局長

15

４．整備計画方針

16

自転車走行空間整備の方針

自転車ネットワーク
計画のあり方

自転車走行空間の
確保

既存の道路空間を
有効に活用した戦
略的な整備計画

駐輪対策 自転車ルール、
マナーの向上

５本の柱を主軸に、骨太なネットワークを形成

■自転車走行空間整備計画方針の骨格

４．整備計画方針
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■５本の柱

１本目の柱：自転車ネットワーク計画のあり方

４．整備計画方針

18航空写真：yahoo 資料：Ｈ１２国勢調査

４．整備計画方針 [１本目の柱：自転車ネットワークのあり方]

■計画エリアの設定

100100

●福山駅周辺に広がる平地部 （駅を中心とし
た 5km圏域）

●福山駅を中心とするトリップが多い（交通結
節点） ※H3備後・笠岡都市圏PT調査

●平野部での通勤通学時の自転車分担率が
概ね15％以上 ※H12国勢調査

●主要施設（自転車集中施設）が立地

※公共施設、高校、商業施設等

○自転車利用の９割以上が5km・30分圏内の利用

※交通工学ハンドブック2005

○5km程度までの短距離移動において、自転車は鉄道
や自動車よりも移動時間が短い ※国土交通省資料

19

４．整備計画方針 [１本目の柱：自転車ネットワークのあり方]

事故件
数を増
加させな
い

20

居住地域

居住地域

居住地域

居住地域

居住地域

居住地域

居住地域

居住地域

自転車交通需要が高い路線自転車集中施設自転車集中施設に通じる路線自転車事故発生地点ヒヤリ区間・走りにくい区間代替路線の検討自転車ネットワーク路線■自転車ネットワークの選定イメージ

４．整備計画方針 [１本目の柱：自転車ネットワークのあり方]

福山駅

至
岡
山

至
松
永

JR山陽本線

R2 R2
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■計画エリアの設定

◆自転車交通需要、自転車集中施設、課題が大きい
箇所等を勘案し、ネットワーク候補路線を選定

自転車ネットワーク候補路線

●自転車交通需要が高い路線（骨格となる路線）

●自転車集中施設に通じる路線

自転車の利用ルート、交通量より“需要”が高い路線をネット
ワーク候補路線として抽出。

自転車が集中する施設（現況及び将来）に通じる道路を候
補路線に加える。

自転車ネットワーク候補路線の選定

「目標」達成に必要となるネットワーク候補路線を抽出。

ネットワーク化

●課題が大きい箇所の確認

・既存幅員で走行空間を確保できるか

・車線減少、車道幅員縮小、植樹の移植等

事故、走りにくい・ヒヤリ体験箇所のデータを重ね合わせ、課
題が大きい箇所を抽出し、ネットワーク候補路線に該当するか
確認。

●代替路線の検討

◆計画交通量が断面で
500台/12h以上、片側で
250台/12h以上の区間
◆アンケート回答者100
人以上区間

◆高等学校、商業施設、
公共施設、駅

◆死傷事故率1,500件/億台キロ以
上（上位約20％区間）
◆事故多発区間・交差点、ヒヤリ区
間・交差点、走りにくい区間

◆細街路から幹線道路への転換、
事故多発箇所の回避を可能とする
代替路線の有無について確認

選定条件等

４．整備計画方針 [１本目の柱：自転車ネットワークのあり方]
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■５本の柱

４．整備計画方針

２本目の柱：自転車走行空間の確保

１本目の柱：自転車ネットワーク計画のあり方

23

４．整備計画方針 [２本目の柱：自転車走行空間の確保]

◆交通量、自動車速度より自転車が通行すべき
空間を設定

道路幅員構成、沿道状況を勘案し、整備手法を設定

【走行空間としてあるべき姿】

自動車速度
交通量

40km/h超 40km/h以下

自転車200台/2m・h以上
または

歩行者35人/2m・h以上

パターン１
自動車・歩行者
との分離区間

パターン３
車道側を通行

させるべき区間

上記以外
パターン２

歩道側を通行
させるべき区間

どちら側でも対
応可能な区間

パターン１
自動車・歩行者
との分離区間

自動車 自転車 歩行者

パターン２
歩道側を通行

させるべき区間
自動車 自転車 歩行者

パターン３
車道側を通行

させるべき区間
自動車 自転車 歩行者

：車道側または歩道側での共存関係を示す

パターン３

自転車の通行すべき空間

パターン１

パターン２

24

１．基本的な整備手法の適用検討

３．歩道通行の検討
（歩行者との共存）

２．車道通行の検討
（自動車との共存）

⑥⑥ルールの徹底・マナーの啓発ルールの徹底・マナーの啓発
YES

・路肩幅員1.5m以上
（歩道がある道路）

・自動車速度40km/h以下

YES NO

自転車レーン
設置

①①自転車道自転車道

自転車走行位置
の明示

④④自転車走行位置の明示自転車走行位置の明示

YES NO

②②自転車レーン自転車レーン

NO

再配分実施

・自転車道2m以上
・沿道の出入り状況（連続性の確保）

・歩道の有効幅員4.0m以上
（歩道2m＋自転車通行部分2m）

・植樹帯
・側溝

YES

YES

③③自転車走行指導帯自転車走行指導帯⑤⑤自転車啓発帯自転車啓発帯 「歩行者注意」の
路面標示

「歩行者優先」の
路面標示

「押し歩き」の
路面標示

バリアフリー特定経路

沿道が商店街か

自転車啓発帯
設置

自転車道
設置

空間再配分の可否

NOまたは
再配分実施済み

自転車走行指導帯の
設置

YES

NO

・歩道未設置または歩道の
有効幅員2.0m以下
・自動車速度40km/h以下

NO

YES

・歩道の有効
幅員3.0m以上
・道路空間の再配分 YES

NO

NO

スタート

注：交通量、自動車速度などを勘案し、適切な空間を確保
○下記２区間の重複区間：自動車と自転車と歩行者を分離
○自動車速度が40km/h超の区間：自動車と自転車を分離
○自転車200台/2m・h以上または歩行者35人/2m・h以上の

区間：自転車と歩行者を分離

１．基本的な整備手法の適用検討

３．歩道通行の検討
（歩行者との共存）

２．車道通行の検討
（自動車との共存）

⑥⑥ルールの徹底・マナーの啓発ルールの徹底・マナーの啓発⑥⑥ルールの徹底・マナーの啓発ルールの徹底・マナーの啓発
YES

・路肩幅員1.5m以上
（歩道がある道路）

・自動車速度40km/h以下

YES NO

自転車レーン
設置

自転車レーン
設置

①①自転車道自転車道

自転車走行位置
の明示

自転車走行位置
の明示

④④自転車走行位置の明示自転車走行位置の明示

YES NO

②②自転車レーン自転車レーン

NO

再配分実施

・自転車道2m以上
・沿道の出入り状況（連続性の確保）

・歩道の有効幅員4.0m以上
（歩道2m＋自転車通行部分2m）

・植樹帯
・側溝

YES

YES

③③自転車走行指導帯自転車走行指導帯⑤⑤自転車啓発帯自転車啓発帯 「歩行者注意」の
路面標示

「歩行者優先」の
路面標示

「押し歩き」の
路面標示

バリアフリー特定経路バリアフリー特定経路

沿道が商店街か沿道が商店街か

自転車啓発帯
設置

自転車啓発帯
設置

自転車道
設置

自転車道
設置

空間再配分の可否空間再配分の可否

NOまたは
再配分実施済み

自転車走行指導帯の
設置

自転車走行指導帯の
設置

YES

NO

・歩道未設置または歩道の
有効幅員2.0m以下
・自動車速度40km/h以下

NO

YES

・歩道の有効
幅員3.0m以上
・道路空間の再配分 YES

NO

NO

スタート

注：交通量、自動車速度などを勘案し、適切な空間を確保
○下記２区間の重複区間：自動車と自転車と歩行者を分離
○自動車速度が40km/h超の区間：自動車と自転車を分離
○自転車200台/2m・h以上または歩行者35人/2m・h以上の

区間：自転車と歩行者を分離

４．整備計画方針 [２本目の柱：自転車走行空間の確保]
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■整備イメージ

①自転車道

４．整備計画方針 [２本目の柱：自転車走行空間の確保]

26

②自転車レーン
■整備イメージ

４．整備計画方針 [２本目の柱：自転車走行空間の確保]

27

③自転車走行指導帯

■整備イメージ

４．整備計画方針 [２本目の柱：自転車走行空間の確保]

28

④自転車走行位置の明示

■整備イメージ

４．整備計画方針 [２本目の柱：自転車走行空間の確保]
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⑤自転車啓発帯

■整備イメージ

４．整備計画方針 [２本目の柱：自転車走行空間の確保]

30

⑥ﾙｰﾙの徹底・ﾏﾅｰの啓発

■整備イメージ

４．整備計画方針 [２本目の柱：自転車走行空間の確保]
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４．整備計画方針 [２本目の柱：自転車走行空間の確保]
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４．整備計画方針 国道２号自転車歩行者分離実施区間の検証

自転車歩行者分離視線施工区間の整備内容自転車歩行者分離視線施工区間の整備内容

無回答

1.9%

どちらとも

いえない
21.0%

悪い

14.3%

良い

62.8%

Q：自転車歩行者分離実施の取り
組みについての意見をお聞かせ
ください。
→自転車と歩行者を分離したこ
とについては約６３％の方が
「良い」と回答。

【利用者の声】

安全である

安心感がある

通行・走行性が向上した

その他

無回答

80.3

18.0

11.6

5.6

5.2

0 20 40 60 80 100
(%)

② 何が良いと思われましたか？

回答者数233
（複数回答可）

安全である

安心感がある

通行・走行性が向上した

その他

無回答

80.3

18.0

11.6

5.6

5.2

0 20 40 60 80 100
(%)

② 何が良いと思われましたか？

回答者数233
（複数回答可）

③ 何が悪いと思われましたか？

幅員が狭くなるため通行しにくい

通行位置が判りにくい

歩道内に構造物があると危険

スムーズな通行が出来ない

その他

無回答

54.7

7.5

52.8

22.6

34.0

5.7

0 10 20 30 40 50 60
(%)

回答者数53
（複数回答可）

③ 何が悪いと思われましたか？

幅員が狭くなるため通行しにくい

通行位置が判りにくい

歩道内に構造物があると危険

スムーズな通行が出来ない

その他

無回答

54.7

7.5

52.8

22.6

34.0

5.7

0 10 20 30 40 50 60
(%)

回答者数53
（複数回答可）
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４．整備計画方針 [２本目の柱：自転車走行空間の確保]
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■５本の柱

４．整備計画方針

３本目の柱：戦略的な整備計画

１本目の柱：自転車ネットワーク計画のあり方

２本目の柱：自転車走行空間の確保

35

４．整備計画方針 [３本目の柱：戦略的な整備計画]

整備時期 区間数 延長（km） 延長割合 

整備を優先する区間 154 66 41% 

上記以外の区間 149 95 59% 

■前期５ヶ年で概成させ、１０年後の目標達成を目指す。

・ 現状で自転車利用が多い場合
は、優先度を高く設定。

（自転車交通量 1000台／12h）

優先順位の設定（指標・視点等）

・ 現状で自転車事故が多い場合
は、優先度を高く設定。

（1500件／億台キロ）

・ バリアフリー特定経路に該当す
る区間、モデル地区は優先度を高く
設定。

・ 予定事業（歩道整備等）に該当
する区間は、その事業時期に従う。

・ 前後区間の連続性を考慮して、
時期を設定。

36

■５本の柱

４．整備計画方針

４本目の柱：駐輪対策

１本目の柱：自転車ネットワーク計画のあり方

２本目の柱：自転車走行空間の確保

３本目の柱：戦略的な整備計画
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■路上駐輪の現況
◆福山駅周辺での路上駐輪状況

＊H18年9月27日（水）調査での最大駐輪台数時刻
（17時）における路上駐輪2,140台の分布

● 平成18年調査時の最大駐輪台数は、5,943台であった。路上駐輪は2,140台であり、特に駅南側での路上駐輪が
多かった。

● 駅周辺での公的駐輪場の収容能力は3,722台であり、駅北側には駐輪場がない。
● 路上のデッドスペース等で駐輪が多くみられる。（福山駅南側に駐輪可能な路上空間が存在。）
● 路上駐輪は歩行者等の通行の妨げになるとともに、まちの景観の阻害要因となる。

４．整備計画方針 [４本目の柱：駐輪対策]

至
岡
山

至
松
永

R2 福山市三之丸町
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■駐輪対策方針
■デッドスペース等の状況

○路上のデッドスペース（植栽帯の間、横断歩道橋階段下など）等で駐輪が多くみられる
○福山駅より南側に自転車をまとめて駐輪できる路上空間が存在する
○個別路線の整備計画策定にあたり、デッドスペース等の有効活用を図る必要がある

４．整備計画方針 [４本目の柱：駐輪対策]
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■駐輪対策方針
【具体的な整備計画案】
・歩道上の植栽帯の間に路上駐輪がみられる
・植栽帯の間の空間（奥行き1.3m）を活用し、駐輪施設を整備
・駐車ますが歩行者の通行空間に重ならないよう、道路に対して斜めに配列するなど配慮する

現 況 整備イメージ（岡山市国道５３号）

４．整備計画方針 [４本目の柱：駐輪対策]
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■５本の柱

４．整備計画方針

１本目の柱：自転車ネットワーク計画のあり方

５本目の柱：自転車ルール、マナーの向上

２本目の柱：自転車走行空間の確保

３本目の柱：戦略的な整備計画

４本目の柱：駐輪対策
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４．整備計画方針 [５本目の柱：自転車ルール、マナーの向上]

【ルール・マナー対策】

【ルール・マナーに係る福山の現状と課題】

◆自転車利用者に対する指導・啓発活動を実施
・自転車事故防止・盗難防止の指導・啓発活動（チラシの配布、グッズの支給等）
・交通安全教室：交通公園においてビデオ鑑賞、講話、交通安全ルールの実地体験、移動教室はすべての小
学校で実施、中学生には自転車の正しい乗り方などを指導

◆アンケート調査（平成20年度実施）では、全般的にルールの認識が低く、マナーも良くない、特に高校生において
顕著である

◆自転車の危険行為により歩行者等の安全が脅かされ、安全未確認等による交通事故も発生

500mm 500mm 500mm
歩行者・自転車の通行空間を示す路面標示

500mm

500mm

500mm500mm
「押し歩き」、「歩行者注意」、「歩行者優先」を示す路面面標示

◆道路利用者全般への安全教育・広報啓発
・あらゆる年齢層を対象に自転車の走行ルールなど安全教育や
広報啓発等の活動を推進する
・運転免許更新時における広報啓発を実施する

◆学校での安全教育の取り組み強化
・義務教育の各段階で安全教育が必要不可欠
・学校周辺での街頭指導にも取り組む

◆大きなマーキング＆現場でルールが分かるシステム
・自転車走行位置等が現場で直感的にわかるような、見やすい
大きなマーキングを行い、安全な走行を誘導
・自転車の一方通行や走行位置を標示する場合、矢印型マーク
は用いる
・自転車走行空間は自転車レーンと同じ青色系、歩行者空間は
ローズカラーを用いる

42

５．目標設定

43

５．目標の設定

【目指すべき将来像】 “自転車の似合うまち 福山”

【目標年次】 平成３１年（２０１９年）※１０年後

【目 標】 ①自転車の利用を １．３倍 にする （６箇所の交通量）

②自転車の事故率を ０．８倍 にする （観測交通量あたり事故件数）

44

：自転車ネットワーク候補路線

①国道２号

②福山駅箕島線

③国道２号

④地吹大渡橋線

⑥本庄坪生線

⑤JR高架下（南側）

“モニタリング箇所” 設定方法

・交通量が多い（1,500台以上）

・各方向から流出入等で交通が集中

・重要路線

①国道２号（西側）

交通量：2,218台/12h、571台/通勤時

②福山駅箕島線

交通量：2,400台/12h、650台/通勤時

③国道２号（東側）

交通量：2,607台/12h、708台/通勤時

④地吹大渡橋線

交通量：2,044台/12h、652台/通勤時

⑤JR高架下（南側）

交通量：2,217台/12h、738台/通勤時

⑥本庄坪生線

交通量：1,807台/12h、602台/通勤時

現況値

≪平均値≫
交通量：2,216台/12h、654台/通勤時

指標１：モニタリング箇所の自転車交通量（平均）

福山駅

５．目標の設定



45

指標２：モニタリングエリアの事故率（事故件数／平均交通量）

モニタリングエリア ：福山駅周辺（事故が集中している地域）
事故件数 ：H21年の自転車関連事故（H20は45件）
平均交通量 ：福山駅周辺の観測箇所（６箇所）の平均交通量

交通量観測箇所

モニタリングエリア

福山駅

５．目標の設定
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・自動車から自転車へ転換する可能性のある交通が、全体に対してどの程度あるかを算出する。

・Ｈ１７道路交通センサスのＯＤデータを用いて、対象地域の総発生集中量とターゲットの発生集中量を集計し、
“ターゲットの割合” を算出する。

■自動車⇒自転車への転換可能性

＜想定したターゲット＞

◆現交通手段：自動車
◆年齢：１８～５０歳（体力、健康意識）
◆移動距離：５ｋｍ以下の短トリップ
◆対象地域：自転車空間整備検討地域

Ｈ１７センサスＯＤデータ

２４５，０００トリップ／日※
（通過含まない）

対象ゾーンの総発生集中量

ターゲットの発生集中量

ターゲットの割合
（転換可能性のある交通割合）

ターゲットの割合＝ターゲット発生
集中量／総発生集中量＝約２２％

５３，０００トリップ／日※

【潜在的な需要】

※道路交通センサスＯＤデータのトリップ毎に設定された母集団に対する拡大係数を合計し、対象ゾーン
の総発生集中量とターゲットの発生集中量を算定。調査実数は、総発生集中量５，０００トリップ／日、
ターゲットの発生集中量１，０００トリップ／日。

※トリップとは、人がある目的を持ってある地点からある地点へと移動すること。

５．目標の設定
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転換率 １０％ ２０％ ３０％

自転車
交通量
（台/12h）

現況（H21） ２，２０４ ２，２０４ ２，２０４

将来（H31） ２，４２１ ２，８２６ ３，２３２

倍率 １．１倍 １．３倍 １．５倍

自転車
事故率
（件/台）

現況（H21）※ ０．０２０ ０．０２０ ０．０２０

将来（H31） ０．０１９ ０．０１６ ０．０１４

倍率 ０．９倍 ０．８倍 ０．７倍

※H20の事故件数４５件で算定、H21に更新予定

注：平成３１年予測値は社会経済状況等の影響考慮

■自転車交通量・事故率の算定（転換別）

自転車交通量：国際社会保障・人口問題研究所が算定（H20.12）した
福山市における将来推計人口（１０～７４歳）の伸び率を用いて補正

自動車交通量：国土交通省が算定（H20.1）した山陽ブロックにおける
交通量（走行台キロ）の伸び率を用いて補正

○自転車交通量の目標値（６箇所の平均値）

平成２１年現況 ２，２０４台 １９，０２７台

平成３１年予測 ２，０１６台 １８，６２９台

平成３１年目標 ２，８２６台

転換可能２２％
４，０６１台

８１０台
（２０％）

（１．３倍）

自転車 自動車

○自転車交通量の目標値（６箇所の平均値）

平成２１年現況 ２，２０４台 １９，０２７台

平成３１年予測 ２，０１６台 １８，６２９台

平成３１年目標 ２，８２６台

転換可能２２％
４，０６１台

８１０台
（２０％）

（１．３倍）

自転車 自動車

事故件
数を増
加させな
い

５．目標の設定
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６．今後のスケジュール
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■今後のスケジュール

６．今後のスケジュール

福山都市圏自転車走行空間整備計画の策定

<自転車走行空間整備の方針>

社会実験結果の整備計画への反映

社会実験等を実施し、整備手法の有効性について確認

整備の推進


